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１ 指定統計調査の承認 

指定統計調査

の名称 

承認年月日 承 認 事 項 の 主 な 変 更 申 請 者

民間給与実態

統計調査 
H17.12.9 所得税法の改正に伴い、「老年者控除」が平成17年１月１日

から廃止されたので、平成17年調査から老年者控除に係る調
査事項を削除する。 

財務大臣

製材統計調査 

（新名称：木材

統計調査） 

H17.12.21 諮問第300号の答申「製材統計調査等の改正について」（平

成17年8月5日総審議第8号）を踏まえ、以下の変更を行う。 

１ 目的・定義等 

（１）指定統計の名称を製材統計から木材統計に変更する。 

（２）目的を「素材生産並びに木材製品の生産及び出荷等の

実態を明らかにし、林業行政の基礎資料を整備すること」

に変更する。 

（３）木材チップ、単板、合板等の定義を追加するほか、こ

れらの生産を行う事業所を「製材工場等」として定義す

る。 

２ 調査の種類・区分 

  調査は、基礎調査及び月別調査の２種類とし、月別調査

は、製材月別調査と合単板月別調査の２種類とする。 

３ 調査の範囲 

（１）基礎調査の対象は、日本標準産業分類に掲げる細分類

1311－一般製材業、同1312－単板（ベニヤ板）製造業、

同1314－木材チップ製造業及び同1322－合板製造業に属

する経済活動を営む事業所のうち調査年の12月31日現在

で事業を行っている製材工場等とする。 

（２）月別調査の対象は、日本標準産業分類に掲げる細分類

1311－一般製材業に属する経済活動を営む事業所で、製

材に用いる動力の出力数が7.5kw 以上の製材工場とする。

（３）基礎調査について、標本抽出階層の対象を製材用動力

の出力数37.5kw 未満から75.0kw 未満の事業所とし、任意

系統抽出の方法により抽出する。 

４ 調査事項等 

基礎調査において、素材及び製材品等の年初及び年末在

庫量等の調査事項を追加するほか、一部の調査事項を削除

する。 

５ 調査方法 

 基礎調査は調査員・自計申告方式を原則とする方法によ

り、月別調査は往復郵送・自計申告方式により実施する。 

６ 調査結果の公表 

月別調査の結果概要の公表期日については、「調査月の翌

月の25日」までに変更する。  

農林水産

大臣 
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２ 承認統計調査の承認 

承 認 番 号 承認年月日 統 計 調 査 の 名 称 申 請 者

No.26315 

(旧 No.     ） 

H17.12.1 統計調査等の報告負担に関する調査 

（統計調査等の報告負担に関する調査票） 
総務大臣

No.26316 

(旧 No.     ） 

H17.12.1 統計調査等の報告負担に関する調査 

（統計調査の記入時間等に関する調査票） 
総務大臣

No.26317 

(旧 No.     ） 

H17.12.1 統計調査等の報告負担に関する調査 

（統計調査への協力等に関する調査票） 
総務大臣

No.26318 

(旧 No.25906） 

H17.12.1 企業行動に関するアンケート調査 

（企業行動に関するアンケート調査票） 

内閣総理

大臣 

No.26319 

(旧 No.     ） 

H17.12.6 中小企業における人材活用及び育児環境に対する実態調査 

（中小企業における人材活用及び育児環境に対する実態調査

調査票） 

中小企業

庁長官 

No.26320 

(旧 No.23154） 

H17.12.7 水産物流通調査 

（産地水揚量・価格調査（年間）調査票） 

農林水産

大臣 

No.26321 

(旧 No.23155） 

H17.12.7 水産物流通調査 

（産地水揚量・価格調査（月別）調査票） 

農林水産

大臣 

No.26322 

(旧 No.23156） 

H17.12.7 水産物流通調査 

（産地水産物流通形態別調査票（用途別出荷量）） 

農林水産

大臣 

No.26323 

(旧 No.23157） 

H17.12.7 水産物流通調査 

（産地水産物流通形態別調査票（仕向先別出荷量）） 

農林水産

大臣 

No.26324 

(旧 No.23158） 

H17.12.7 水産物流通調査 

（消費地月別品目調査票） 

農林水産

大臣 

No.26325 

(旧 No.23159） 

H17.12.7 水産物流通調査 

（冷蔵水産物在庫量調査票） 

農林水産

大臣 

No.26326 

(旧 No.23160） 

H17.12.7 水産物流通調査 

（陸上加工調査票） 

農林水産

大臣 

No.26327 

(旧 No.25898） 

H17.12.7 民間住宅ローンの実態に関する調査 

（民間金融機関向け調査票） 

国土交通

大臣 

No.26328 

(旧 No.25899） 

H17.12.7 民間住宅ローンの実態に関する調査 

（住宅関連事業者向け調査票） 

国土交通

大臣 

No.26329 

(旧 No.25938） 

H17.12.8 生鮮食料品価格・販売動向調査 

（生鮮食料品価格・販売動向調査票） 

農林水産

大臣 

No.26330 

(旧 No.23534） 

H17.12.8 畜産物流通統計調査 

（と畜場調査票） 

農林水産

大臣 

No.26331 

(旧 No.23535） 

H17.12.8 畜産物流通統計調査 

（食肉卸売市場調査票（豚）） 

農林水産

大臣 

No.26332 

(旧 No.23536） 

H17.12.8 畜産物流通統計調査 

（食肉卸売市場調査票（牛）） 

農林水産

大臣 
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No.26333 

(旧 No.23537） 

H17.12.8 畜産物流通統計調査 

（鶏卵流通統計調査票） 

農林水産

大臣 

No.26334 

(旧 No.23227） 

H17.12.8 青果物卸売市場調査 

（青果物産地別入荷量調査票（野菜）） 

農林水産

大臣 

No.26335 

(旧 No.23228） 

H17.12.8 青果物卸売市場調査 

（青果物産地別入荷量調査票（果実）） 

農林水産

大臣 

No.26336 

(旧 No.23229） 

H17.12.8 青果物卸売市場調査 

（青果物年間取扱高調査票（野菜）） 

農林水産

大臣 

No.26337 

(旧 No.23230） 

H17.12.8 青果物卸売市場調査 

（青果物年間取扱高調査票（果実）） 

農林水産

大臣 

No.26338 

(旧 No.     ） 

H17.12.8 青果物卸売市場調査 

（青果物卸売市場調査名簿） 

農林水産

大臣 

No.26339 

(旧 No.25915） 

H17.12.8 通信利用動向調査 

（通信利用動向調査調査票（世帯用）） 
総務大臣

No.26340 

(旧 No.25917） 

H17.12.8 通信利用動向調査 

（通信利用動向調査調査票（企業用）） 
総務大臣

No.26341 

(旧 No.25916） 

H17.12.8 通信利用動向調査 

（通信利用動向調査調査票（事業所用）） 
総務大臣

No.26342 

(旧 No.23570） 

H17.12.13 特定サービス産業動態統計調査 

（物品賃貸（リース）業調査票） 

経済産業

大臣 

No.26343 

(旧 No.23571） 

H17.12.13 特定サービス産業動態統計調査 

（物品賃貸（レンタル）業調査票） 

経済産業

大臣 

No.26344 

(旧 No.23572） 

H17.12.13 特定サービス産業動態統計調査 

（情報サービス業調査票） 

経済産業

大臣 

No.26345 

(旧 No.23573） 

H17.12.13 特定サービス産業動態統計調査 

（広告業調査票） 

経済産業

大臣 

No.26346 

(旧 No.23574） 

H17.12.13 特定サービス産業動態統計調査 

（クレジットカード業調査票） 

経済産業

大臣 

No.26347 

(旧 No.23575） 

H17.12.13 特定サービス産業動態統計調査 

（エンジニアリング業調査票） 

経済産業

大臣 

No.26348 

(旧 No.23576） 

H17.12.13 特定サービス産業動態統計調査 

（映画館調査票） 

経済産業

大臣 

No.26349 

(旧 No.23577） 

H17.12.13 特定サービス産業動態統計調査 

（劇場・興行場，興行団調査票） 

経済産業

大臣 

No.26350 

(旧 No.23578） 

H17.12.13 特定サービス産業動態統計調査 

（ゴルフ場調査票） 

経済産業

大臣 

No.26351 

(旧 No.23579） 

H17.12.13 特定サービス産業動態統計調査 

（ゴルフ練習場調査票） 

経済産業

大臣 

No.26352 

(旧 No.23580） 

H17.12.13 特定サービス産業動態統計調査 

（ボウリング場調査票） 

経済産業

大臣 
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No.26353 

(旧 No.23581） 

H17.12.13 特定サービス産業動態統計調査 

（遊園地・テーマパーク調査票） 

経済産業

大臣 

No.26354 

(旧 No.23582） 

H17.12.13 特定サービス産業動態統計調査 

（パチンコホール調査票） 

経済産業

大臣 

No.26355 

(旧 No.23583） 

H17.12.13 特定サービス産業動態統計調査 

（葬儀業調査票） 

経済産業

大臣 

No.26356 

(旧 No.23584） 

H17.12.13 特定サービス産業動態統計調査 

（結婚式場業調査票） 

経済産業

大臣 

No.26357 

(旧 No.23585） 

H17.12.13 特定サービス産業動態統計調査 

（外国語会話教室調査票） 

経済産業

大臣 

No.26358 

(旧 No.23586） 

H17.12.13 特定サービス産業動態統計調査 

（カルチャーセンター調査票） 

経済産業

大臣 

No.26359 

(旧 No.23587） 

H17.12.13 特定サービス産業動態統計調査 

（フィットネスクラブ調査票） 

経済産業

大臣 

No.26360 

(旧 No.23589） 

H17.12.13 特定サービス産業動態統計調査 

（学習塾調査票） 

経済産業

大臣 

No.26361 

(旧 No.     ） 

H17.12.16 新規就農者調査 

（農業法人等新規就農者調査票） 

農林水産

大臣 

No.26362 

(旧 No.     ） 

H17.12.16 漁業経営調査 

（個人経営体調査日記帳（労働）） 

農林水産

大臣 

No.26363 

(旧 No.     ） 

H17.12.16 漁業経営調査 

（個人経営体調査日記帳（収支）） 

農林水産

大臣 

No.26364 

(旧 No.     ） 

H17.12.16 漁業経営調査 

（個人経営体調査経営体台帳） 

農林水産

大臣 

No.26365 

(旧 No.     ） 

H17.12.16 漁業経営調査 

（個人経営体調査票） 

農林水産

大臣 

No.26366 

(旧 No.23543） 

H17.12.16 漁業経営調査 

（会社経営体調査票） 

農林水産

大臣 

No.26367 

(旧 No.23544） 

H17.12.16 漁業経営調査 

（共同経営体調査票） 

農林水産

大臣 

No.26368 

(旧 No.     ） 

H17.12.20 宿泊旅行統計調査（仮称）第一次予備調査 

（宿泊施設調査票） 

国土交通

大臣 

No.26369 

(旧 No.     ） 

H17.12.20 宿泊旅行統計調査（仮称）第一次予備調査 

（宿泊者調査票） 

国土交通

大臣 

No.26370 

(旧 No.25909） 

H17.12.20 労働経済動向調査 

（労働経済動向調査票（２月調査）） 

厚生労働

大臣 

No.26371 

(旧 No.25910） 

H17.12.20 労働経済動向調査 

（労働経済動向調査票（５月調査）） 

厚生労働

大臣 

No.26372 

(旧 No.26120） 

H17.12.20 労働経済動向調査 

（労働経済動向調査票（８月調査）） 

厚生労働

大臣 
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No.26373 

(旧 No.26121） 

H17.12.20 労働経済動向調査 

（労働経済動向調査票（１１月調査）） 

厚生労働

大臣 

No.26374 

(旧 No.25931） 

H17.12.22 食品産業動向調査 

（トレーサビリティ・システムの導入・実施状況等の実態調

査票（食品製造業者用）） 

農林水産

大臣 

No.26375 

(旧 No.25932） 

H17.12.22 食品産業動向調査 

（トレーサビリティ・システムの導入・実施状況等の実態調

査票（食品卸売業者用）） 

農林水産

大臣 

No.26376 

(旧 No.25933） 

H17.12.22 食品産業動向調査 

（トレーサビリティ・システムの導入・実施状況等の実態調

査票（食品小売業者用）） 

農林水産

大臣 

No.26377 

(旧 No.25934） 

H17.12.22 食品産業動向調査 

（トレーサビリティ・システムの導入・実施状況等の実態調

査票（農業協同組合用）） 

農林水産

大臣 

No.26378 

(旧 No.22182） 

H17.12.22 食品工業投入調査 

（食品工業投入調査票） 

農林水産

大臣 

No.26379 

(旧 No.22183） 

H17.12.22 飼料・有機質肥料投入調査 

（飼料・有機質肥料投入調査票） 

農林水産

大臣 

No.26380 

(旧 No.25926） 

H17.12.27 住宅市場動向調査 

（民間住宅建築主アンケート調査票） 

国土交通

大臣 

No.26381 

(旧 No.25927） 

H17.12.27 住宅市場動向調査 

（分譲住宅購入者アンケート調査票） 

国土交通

大臣 

No.26382 

(旧 No.25928） 

H17.12.27 住宅市場動向調査 

（中古住宅購入者アンケート調査票） 

国土交通

大臣 

No.26383 

(旧 No.25929） 

H17.12.27 住宅市場動向調査 

（賃貸住宅入居者アンケート調査票） 

国土交通

大臣 

No.26384 

(旧 No.25930） 

H17.12.27 住宅市場動向調査 

（リフォーム住宅アンケート調査票） 

国土交通

大臣 

No.26385 

(旧 No.19403） 

H17.12.27 小規模事業所における工業用水需要実態調査 

（小規模事業所における工業用水需要実態調査票） 

国土交通

大臣 

No.26386 

(旧 No.     ） 

H17.12.28 マンション管理業実態調査 

（マンション管理業実態調査票） 

国土交通

大臣 

 
３ 届出統計調査の受理 

（1） 新規 

整 理 番 号 受理年月日 統 計 調 査 の 名 称 届 出 者 

105107 H17.12.1 障害者雇用に関する実態調査 神 戸 市 長

105108 H17.12.2 同和問題についての市民意識調査 名 古 屋 市 長

105109 H17.12.7 職場での均等待遇に関する調査 千 葉 市 長
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整 理 番 号 受理年月日 統 計 調 査 の 名 称 届 出 者 

105110 H17.12.21 事業所福祉共済制度アンケート調査 大 阪 府 知 事

105111 H17.12.22 コンビニエンスストア販売調査 財 務 大 臣

105112 H17.12.26 
新潟県の代替フロン等温室効果ガス排出実態に関するア

ンケート調査 
新 潟 県 知 事

105113 H17.12.26 移輸出状況調査 札 幌 市 長

 

（2） 変更 

整 理 番 号 受理年月日 統 計 調 査 の 名 称 届 出 者 

205089 H17.12.5 一般職の国家公務員の任用状況調査 人 事 院 総 裁

205090 H17.12.5 国家公務員給与等実態調査 人 事 院 総 裁

205091 H17.12.8 産業連関表作成基礎調査 沖 縄 県 知 事

205092 H17.12.8 商品入・出荷先地域調査 大 阪 市 長

205093 H17.12.8 物資流通統計調査 宮 崎 県 知 事

205094 H17.12.16 商品流通調査 大 阪 府 知 事

205095 H17.12.16 商品流通調査 山 口 県 知 事

205096 H17.12.26 老人保健法に基づく健康診査の対象人口率調査 東 京 都 知 事

205097 H17.12.26 商品流通調査 熊 本 県 知 事

205098 H17.12.26 産業連関表特別調査移出・輸出実態調査 舞 鶴 市 長

 
（3） 中止 

整 理 番 号 受理年月日 統 計 調 査 の 名 称 届 出 者 

305009 H17.12.6 賃金不払事件、貯蓄金返還及び工賃不払事件処理状況報告厚生労働大臣

305010 H17.12.6 監督指導業務及び措置状況等報告 厚生労働大臣

 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 指 定 統 計 調 査 の 承 認 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



指定統計調査の承認 

【調査名】 製材統計調査 

【承認年月日】 平成１７年１２月２１日 

【指定番号】 ００００６９ 

【実施機関】 農林水産省大臣官房統計部生産流通消費統計課 

【目 的】 製材についての実態を把握して林業行政の基礎資料を作成する。 

【沿 革】 本調査は、昭和２８年から実施しており，昭和３５年に標本工場調査の一部（製材用入荷素材記帳

簿）廃止，昭和４６年に「製材統計調査」から「製材統計」に名称変更，昭和４８年に標本工場調査の

実施周期の短縮（隔月→毎月），昭和６２・６３年に電子計算機を活用した地方分散処理の導入，平成

１２年に基礎調査の調査員調査化及び標本工場調査の郵送調査化，平成１３年に調査票のＯＣＲ化及び

基礎調査の標本調査化の見直しを行っている。また、平成１７年には、製材統計調査と木材統計調査

（承認統計調査）の再編・統合による木材統計に関する調査体系の変更を行い、調査名称を「木材統計

調査」に変更した。 

【調査の構成】 １－基礎調査票，２－製材月別調査票，３－合単板月別調査票，４－木材統計調査名簿 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）「農林水産統計速報」（調査月の翌月の２５日ま

で），「調査結果報告書」（毎年９月） （表章）都道府県 

※ 

【調査票名】 １－基礎調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）製材用動力の出力が７．５キロワット以上の製材工場 

（抽出枠）工場一覧表 

【調査方法】 （選定）全数及び無作為抽出 （客体数）６，３４８／母１１，８１２ （配布）調査員 （取

集）調査員 （記入）併用 （把握時）１２月３１日現在 （系統）農林水産省→地方農政局→取

りまとめ統計・情報センター→統計・情報センター→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１２月 

【調査事項】 １．従業者数及び専兼業状況，２．素材入荷量、３．素材消費量、４．材種別素材入荷量、５．

素材在庫量，６．樹種別、生産都道府県別素材入荷量，７．外材地域別素材入荷量，８．製材用動



力数，９．製材品の用途別、自県・他県別出荷量及び在庫量，１０．木材チップの入手区分別生産

量、在庫量，１１．普通合板・特殊合板の生産量、在庫量 

※ 

【調査票名】 ２－製材月別調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）製材用動力の出力が７．５キロワット以上の製材工場 

（抽出枠）工場一覧表 

【調査方法】 （選定）全数及び無作為抽出 （客体数）１，４２４／母９，４２０ （配布）郵送 （取集）

郵送 （記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系統）農林水産省→地方農政局→取りまとめ統

計・情報センター→統計・情報センター→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月３１日 

【調査事項】 １．製材用動力の出力数，２．製材用素材の入荷量、消費量・在庫量，３．樹種別製材用素材の

入荷量、在庫量，４．製材品の生産量、出荷量、在庫量，５．製材用素材の消費見込量 

※ 

【調査票名】 ３－合単板月別調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）動力出力数７．５キロワット以上の製材工場 （抽出

枠）工場一覧表 

【調査方法】 （選定）全数及び無作為抽出 （客体数）１３９／母２８６ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）月末現在 （系統）農林水産省→地方農政局→取りまとめ統計・情報セ

ンター→統計・情報センター→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月 

【調査事項】 １．単板製造用素材の入荷量、消費量、在庫量，２．普通合板の入荷量、生産量、出荷量、消費

量、在庫量，３．特殊合板の生産量、出荷量、在庫量 

※ 

【調査票名】 ４－木材統計調査名簿 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （抽出枠）前年の基礎調査の調査対象とならない小規模工場 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）５，４６４ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握



時）調査日現在 （系統）農林水産省→地方農政局→取りまとめ統計・情報センター→統計・情報

センター→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）０１月１日～１２月３１日 

【調査事項】 １．製材用動力の出力数，２．製材用素材の消費量，３．木材チップ製材用素材の入荷量，４．

木材チップ生産量，５．単板製造用素材入荷量，６．普通合板生産量，７．特殊合板生産量 



【調査名】 民間給与実態統計調査 

【承認年月日】 平成１７年１２月０９日 

【指定番号】 ００００７７ 

【実施機関】 国税庁長官官房企画課 

【目 的】 民間の企業等における年間給与の実態を明らかにし，併せて租税に関する歳入予算の見積り及び租税

負担の検討等税務行政運営の基本資料とする。 

【沿 革】 この調査は，昭和２５年から始まり，以後毎年実施されており，昭和３０年１月から指定統計となっ

た。 

【調査の構成】 １－民間給与実態統計調査票（源泉徴収義務者用），２－民間給与実態統計調査票（給与所得者

用） 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「国税庁民間給与実態統計調査結果報告」（翌年９月

末日まで） （表章）全国 

※ 

【調査票名】 １－民間給与実態統計調査票（源泉徴収義務者用） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）所得税法施行地に納税地を有する源泉徴収義務者 

（抽出枠）源泉所得税調査簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２０，０００／母３，８２０，０００ （配布）郵送 （取

集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎年１２月３１日現在 （系統）国税庁→国税

局（沖縄国税事務所）→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）調査期日の属する年の翌年２月末日まで 

【調査事項】 １．名称又は氏名，２．所在地又は住所，３．企業の主な業務，４．給与所得者用の調査票の枚

数及び人員数，５．組織及び資本金，６．給与所得者数，７．年間給与支給総額，８．給与支給総

額に対する年間源泉徴収税額 

※ 

【調査票名】 ２－民間給与実態統計調査票（給与所得者用） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）源泉徴収義務者が所得税法により，所得税を源泉徴収し



て納付している給与所得者 （抽出枠）給与台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２６，０００ （配布）郵送 （取集）郵送・オンライン 

（記入）自計 （把握時）毎年１２月３１日現在 （系統）国税庁→国税局（沖縄国税事務所）→

報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）調査期日の属する年の翌年２月末日まで 

【調査事項】 １．給与所得者の氏名又は記号等，性別，年齢，勤続年数及び職務，２．年中の給与の受給月

数，３．年末調整の有無，４．扶養親族の内訳，５．給与の金額，６．所得控除額及び税額控除額

の内訳，７．年税額 



 

 
 
 
 
 
 
 
 

３ 承 認 統 計 調 査 の 承 認 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

注：「報告様式名」欄について 
 

  報告様式が２以上ある場合には、報告様式名の頭 
 

 に数字を付し、調査内容の説明の簡略化を図った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



承認統計調査の承認 

【調査名】 統計調査等の報告負担に関する調査 

【実施機関】 総務省政策統括官（統計基準担当）付人口・社会・農林水産統計担当統計審査官室 

【目 的】 企業及び世帯における統計調査等の報告負担に関する実態及び意識、調査票記入に要する時間等につ

いて調査し、国の統計調査における報告負担軽減のための方策を検討する基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－統計調査等の報告負担に関する調査票，２－統計調査の記入時間等に関する調査票，３－統

計調査への協力等に関する調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（民間委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」（平成１８年６月末ま

で） （表章）全国 

【備 考】 事務処理経費 

※ 

【調査票名】 １－統計調査等の報告負担に関する調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１２月０１日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６３１５ 調査票承認番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）東京証券取引所第１部及び第２部上場の企業 （抽出

枠）東京証券取引所第１部及び第２部上場企業名簿（会社四季報） 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）８００／母２，１８７ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）調査日現在 （系統）総務省→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１８年１月 

【調査事項】 １．統計調査等の報告体制，２．統計調査等の報告依頼の全体的な状況，３．国の統計調査結果

が役立っているのか否かの意識，４．国の統計調査についての５年前と比べた負担の変化，５．国

の統計についての負担感、負担と感じる理由 

※ 

【調査票名】 ２－統計調査の記入時間等に関する調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１２月０１日 



【調査票承認期間終了日】 平成１８年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６３１６ 調査票承認番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）東京証券取引所第１部及び第２部上場の企業 （抽出

枠）東京証券取引所第１部及び第２部上場企業名簿（会社四季報） 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）８００／母２，１８７ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）調査日現在 （系統）総務省→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１８年１月 

【調査事項】 １．調査票記入に要した時間，２．調査票記入に当たっての作業内容，３．回答経験回数 

※ 

【調査票名】 ３－統計調査への協力等に関する調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１２月０１日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６３１７ 調査票承認番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）首都圏 （単位）世帯 （属性）首都圏所在の世帯 （抽出枠）住民基本台帳等 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）８００／母１４，１１０，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）総務省→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１８年１月 

【調査事項】 １．社会指標・経済指標への関心度，２．国の統計調査結果に対する信頼度，３．国又は地方公

共団体の統計調査に対する意見，４．調査実施者（国・地方公共団体、国が委託した民間機関、民

間機関）が異なることによる回答か否かの状況，５．国の統計調査に協力可能な回答所要時間，

６．最近３年間における統計調査の依頼の状況，７．国の統計調査への協力が得られるための方策 



【調査名】 企業行動に関するアンケート調査 

【実施機関】 内閣府経済社会総合研究所景気統計部 

【目 的】 企業が今後の景気や業界需要の動向をどのように見通しているかなどについて継続的な質問を行うと

ともに、その時々の経済情勢に応じた調査項目を選定し、それに関する企業の意識と行動を調査し、企

業活動の面から我が国経済の実態を明らかにする。 

【調査の構成】 １－企業行動に関するアンケート調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（民間委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」新聞等（平成１８年４

月頃） （表章）全国 

【経 費】 ３，２００ 

※ 

【調査票名】 １－企業行動に関するアンケート調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１２月０１日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６３１８ 調査票承認番号（旧）０２５９０６ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）東京，大阪，名古屋の証券取引所第一部及び第二部上場

企業 （抽出枠）上場企業名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２，５００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握

時）調査日現在 （系統）内閣府経済社会総合研究所→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）０１月２４日 

【調査事項】 １．経営環境と経営基本方針，２．収益等の状況，３．今後の企業戦略 



【調査名】 中小企業における人材活用及び育児環境に対する実態調査 

【実施機関】 中小企業庁事業環境部企画課調査室 

【目 的】 これから本格的な人口減少社会が進む中で、少子化対策の一環として「仕事と育児の両立」が大きな

課題となっている。また、子供を産むまでのハードルとして、若者が安定した収入のある職に就けるか

という、フリーター問題も無視できない状況にある。 このような状況を踏まえ、女性・若年者等の活

用の実態及び問題点を把握し、今後の中小企業庁の施策立案の参考とするほか、平成１７年度中小企業

白書作成の基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－中小企業における人材活用及び育児環境に対する実態調査調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（民間委託・機械集計） （公表）「平成１７年度中小企業白書」（平成１８

年４月頃） （表章）全国 

※ 

【調査票名】 １－中小企業における人材活用及び育児環境に対する実態調査調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１２月０６日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６３１９ 調査票承認番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）農業、林業、漁業、公務（他に分類されないもの）を除

く全産業に属する中小企業 （抽出枠）株式会社東京商工リサーチデータベース 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１５，０００／母９６５，７０１ （配布）郵送 （取集）郵

送 （記入）自計 （把握時）平成１７年１１月末日現在 （系統）中小企業庁調査室→民間調査

機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１７年１２月２３日 

【調査事項】 １．概要，２．人材の採用方針，３．若年者の採用・活用の状況，４．育児をしながら仕事を継

続することができる環境づくり 



【調査名】 水産物流通調査 

【実施機関】 農林水産省大臣官房統計部生産流通消費統計課消費統計室 

【目 的】 農林水産省（水産庁）が、水産物の流通の動向、価格水準及び需給に関する実態を把握し、流通改善

対策及び水産行政の基礎資料を得る。 

【沿 革】 昭和３１年水産物市場価格調査として開始され，以後，毎年調査が実施されている。平成８年に消費

地流通段階別価格調査票を廃止し，現在に至っている。 

【調査の構成】 １－産地水揚量・価格調査（年間）調査票，２－産地水揚量・価格調査（月別）調査票，３－産

地水産物流通形態別調査票（用途別出荷量），４－産地水産物流通形態別調査票（仕向先別出荷

量），５－消費地月別品目調査票，６－冷蔵水産物在庫量調査票，７－陸上加工調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「調査結果報告書」（調査年の翌年５月末日） （表

章）全国 

【経 費】 １０，６６９ 

※ 

【調査票名】 １－産地水揚量・価格調査（年間）調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１２月０７日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年０５月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６３２０ 調査票承認番号（旧）０２３１５４ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）２０３調査区内に所在する産地卸売市場の卸売業者及

び漁業協同組合 （抽出枠）２００３年漁業センサス漁業地区名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２４３／母２，１７７ （配布）調査員 （取集）調査員 （記

入）併用 （把握時）調査日現在 （系統）農林水産省→地方農政局→統計・情報センター→調査

員→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）調査年翌年の４月１５日まで 

【調査事項】 品目別水揚量、価額 

※ 

 



【調査票名】 ２－産地水揚量・価格調査（月別）調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１２月０７日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０１月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６３２１ 調査票承認番号（旧）０２３１５５ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）主要２５調査区内に所在する産地卸売市場の卸売業者

及び漁業協同組合 （抽出枠）２００３年漁業センサス漁業地区名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）３５／母２，１７７ （配布）調査員 （取集）調査員 （記

入）併用 （把握時）調査日現在 （系統）農林水産省→地方農政局→統計・情報センター→調査

員→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎調査月の翌月の２４日まで 

【調査事項】 品目別水揚量、価額 

※ 

【調査票名】 ３－産地水産物流通形態別調査票（用途別出荷量） 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１２月０７日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年０５月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６３２２ 調査票承認番号（旧）０２３１５６ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）主要３２調査区内に所在する産地卸売市場の卸売業

者、漁業協同組合及び仲卸業者 （抽出枠）２００３年漁業センサス漁業地区名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）８２／母２，１７７ （配布）職員 （取集）職員 （記入）他

計 （把握時）調査日現在 （系統）農林水産省→地方農政局→統計・情報センター→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）調査年翌年の４月１０日まで 

【調査事項】 品目別市場上場水揚量（用途別：生鮮食用向け、練り製品・すり身、缶詰、その他の食用加工

品、魚油・飼肥料、養殖用又は漁業用飼料） 

※ 

【調査票名】 ４－産地水産物流通形態別調査票（仕向先別出荷量） 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１２月０７日 



【調査票承認期間終了日】 平成１８年０５月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６３２３ 調査票承認番号（旧）０２３１５７ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）主要３２調査区内に所在する産地卸売市場の卸売業

者、漁業協同組合及び仲卸業者 （抽出枠）２００３年漁業センサス漁業地区名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）８２／母２，１７７ （配布）職員 （取集）職員 （記入）他

計 （把握時）調査日現在 （系統）農林水産省→地方農政局→統計・情報センター→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）調査年翌年の４月１０日まで 

【調査事項】 品目別生鮮食用向け出荷量（自県内仕向先、自県外仕向先別） 

※ 

【調査票名】 ５－消費地月別品目調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１２月０７日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０１月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６３２４ 調査票承認番号（旧）０２３１５８ 

【調査対象】 （地域）１０都市（札幌市、仙台市、東京都区部、横浜市、名古屋市、京都市、大阪市、神戸

市、広島市、福岡市） （単位）事業所 （属性）全国の主要１０都市の中央卸売市場の水産物を

取扱う卸売業者 （抽出枠）平成１６年全国中央卸売市場水産卸一覧（総合食料局卸売市場室作成

資料） 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）３１／母１０７ （配布）郵送・職員 （取集）郵送・職員 

（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）農林水産省→地方農政局→統計・情報センター→

報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎調査月の翌月の２０日まで 

【調査事項】 １．品目名（生鮮品）別数量、価額，２．品目名（冷蔵品、水産加工品）別数量、価額 

※ 

【調査票名】 ６－冷蔵水産物在庫量調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１２月０７日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０１月３１日 



【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６３２５ 調査票承認番号（旧）０２３１５９ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）５６調査市区町村内に所在する、水産物を取り扱う主

機１０馬力以上の冷凍・冷蔵工場の総冷蔵能力に対し、累積冷蔵能力が８０％に達するまでの冷

凍・冷蔵工場。（ただし、東京都区部及び大阪市にあっては、冷蔵能力１万トン以上の全ての冷

凍・冷蔵工場） （抽出枠）２００３年漁業センサス冷凍・冷蔵工場名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）７３９／母５，７５７ （配布）郵送・職員 （取集）郵送・職

員 （記入）併用 （把握時）調査日現在 （系統）農林水産省→地方農政局→統計・情報センタ

ー→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎調査月の翌月の２０日まで 

【調査事項】 品目（冷凍品、塩蔵品）別前月月末在庫量，月間入庫量，月間出庫量 

※ 

【調査票名】 ７－陸上加工調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１２月０７日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年０５月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６３２６ 調査票承認番号（旧）０２３１６０ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）水産加工経営体（加工場又は施設を持たない漁家等を

除く。）又は精通者 （抽出枠）陸上加工経営体名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１０，７９５ （配布）郵送・職員 （取集）郵送・職員 （記入）

併用 （把握時）調査日現在 （系統）農林水産省→地方農政局→統計・情報センター→調査員→

報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）調査年翌年の４月５日まで 

【調査事項】 品目（ねり製品、冷凍食品、素干し品、塩干品、煮干し品、塩蔵品、くん製品、節製品、その他

の食用加工品、焼・味付のり、生鮮冷凍水産物、局・取りまとめセンター選定品目）別生産量、経

営体（主とする、営んだ）数 



【調査名】 民間住宅ローンの実態に関する調査 

【実施機関】 国土交通省住宅局住宅資金管理官 

【目 的】 民間住宅ローンの供給状況の実態について把握し，住宅金融公庫が移行する独立行政法人住宅金融支

援機構の融資業務について最終決定する検討のための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－民間金融機関向け調査票，２－住宅関連事業者向け調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（民間委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」（平成１８年２月予

定） （表章）全国 

※ 

【調査票名】 １－民間金融機関向け調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１２月０７日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６３２７ 調査票承認番号（旧）０２５８９８ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）住宅ローンを供給している民間金融機関 （抽出枠）な

し 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，６７５ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握

時）調査日現在 （系統）国土交通省→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１２月予定 

【調査事項】 １．個人向け住宅ローンについて，（１）金利タイプ別供給量の実態（平成１６年度，平成１７

年度上半期）等，（２）長期・固定金利の住宅ローンに関する審査基準等，（３）固定期間が１０

年超の住宅ローンのリスクヘッジの手段，２．個人向け住宅ローン以外の供給量の実態（平成１６

年度、平成１７年度上半期）等 

※ 

【調査票名】 ２－住宅関連事業者向け調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１２月０７日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６３２８ 調査票承認番号（旧）０２５８９９ 



【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）事業所・企業統計調査産業分類における建築工事業（木

造建築工事業を除く），木造建築工事業，大工工事業，建売売買業・土地売買業，不動産代理業・

仲介業に該当する企業に所属している住宅ローン担当者又は営業担当者 （抽出枠）なし 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）３，０００／母２４０，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）平成１７年 （系統）国土交通省→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１月予定 

【調査事項】 １．回答者の属性，２．民間金融機関との提携ローン，３．顧客が利用した住宅ローン，４．民

間金融機関の審査姿勢 



【調査名】 生鮮食料品価格・販売動向調査 

【実施機関】 農林水産省大臣官房統計部生産流通消費統計課消費統計室 

【目 的】 小売段階における国産品（標準品及び高付加価値品（有機栽培品、特別栽培品）、輸入品別の価格及

び販売数量の動向を把握することにより国産品の販売動向を探り、国内農業を振興するための各種施策

の基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－生鮮食料品価格・販売動向調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「調査結果報告書」（４月末、７月末、１０月末、１

月末） （表章）全国 

【経 費】 １１，４９９ 

※ 

【調査票名】 １－生鮮食料品価格・販売動向調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１２月０８日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０１月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６３２９ 調査票承認番号（旧）０２５９３８ 

【調査対象】 （地域）札幌市、仙台市、さいたま市、千葉市、東京都特別区、横浜市、川崎市、静岡市、名古

屋市、京都市、大阪市、神戸市、広島市、福岡市、北九州市 （単位）事業所 （属性）生鮮野菜

を取り扱っている各種食料品小売業で従業員１０人以上、野菜・果実小売業で従業員５人以上のセ

ルフサービス店を営む事業所のうち、ＰＯＳシステムを導入している事業所 （抽出枠）経済産業

省「１４年商業統計商業準備調査名簿」 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１３０／母４，２６１ （配布）調査員又は職員 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）農林水産省→地方農政局→統計・情報センター→

調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）四半期 （実施期日）３月末、６月末、９月末及び１２月末 

【調査事項】 生鮮野菜２１品目の国産品（標準品、高付加価値品）及び輸入品別販売数量及び販売金額 



【調査名】 畜産物流通統計調査 

【実施機関】 農林水産省大臣官房統計部生産流通消費統計課消費統計室 

【目 的】 畜産物の生産量、取引数量、価格等を把握し，畜産物の生産・出荷の調整、流通の合理化対策、価格

安定対策等の行政施策を推進するための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－と畜場調査票，２－食肉卸売市場調査票（豚），３－食肉卸売市場調査票（牛），４－鶏卵

流通統計調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「と畜場調査」「食肉卸売市場調査」：日別結果は、

調査当日、ホームページ等で公表。月別結果は、調査対象月の翌月下旬までに概要を公表し、詳細

は「農林水産統計報告」により公表。「鶏卵流通統計調査」：月別結果は、１月から６月結果の概

要を８月下旬、７月から１２月結果の概要を翌年２月中旬までに公表し、詳細は「農林水産統計報

告」により公表。 （表章）全国 

【経 費】 ３３，０２３ 

※ 

【調査票名】 １－と畜場調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１２月０８日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０１月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６３３０ 調査票承認番号（旧）０２３５３４ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）と畜場（第１種と畜場，第２種と畜場） （抽出枠）

と畜場肉畜処理実績一覧表 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２０７ （配布）しない （取集）しない （記入）他計 （把握

時）調査日現在 （系統）農林水産省→地方農政局→統計・情報センター→報告者，農林水産省→

民間団体→報告者 

【周期・期日】 （周期）毎日及び毎月 （実施期日）第１種と畜場はと畜された日，第２種と畜場は翌月 

【調査事項】 畜種別と畜頭数、肉畜の枝肉重量 

※ 

 



【調査票名】 ２－食肉卸売市場調査票（豚） 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１２月０８日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０１月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６３３１ 調査票承認番号（旧）０２３５３５ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）食肉中央卸売市場及び指定市場の卸売会社 （抽出

枠）卸売市場法に規定する中央卸売市場（第２条３項）及び畜産物の安定等に関する法律に規定す

る指定市場（付則第１０条） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２９ （配布）職員 （取集）職員 （記入）他計 （把握時）調査

日現在 （系統）農林水産省→地方農政局→統計・情報センター→報告者，農林水産省→民間団体

→報告者 

【周期・期日】 （周期）毎日及び毎月 （実施期日）中央卸売市場は毎日，指定市場は翌月 

【調査事項】 １．併設と畜場のと畜頭数（職員記入），２．枝肉上場頭数，３．規格別枝肉取引成立頭数，

４．規格別枝肉取引総重量，５．規格別枝肉取引総価格，６．規格別枝肉取引価格（職員記入） 

※ 

【調査票名】 ３－食肉卸売市場調査票（牛） 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１２月０８日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０１月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６３３２ 調査票承認番号（旧）０２３５３６ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）食肉中央卸売市場及び指定市場の卸売会社 （抽出

枠）卸売市場法に規定する中央卸売市場（第２条３項）及び畜産物の安定等に関する法律に規定す

る指定市場（付則第１０条） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２９ （配布）職員 （取集）職員 （記入）他計 （把握時）調査

日現在 （系統）農林水産省→地方農政局→統計・情報センター→報告者，農林水産省→民間団体

→報告者 

【周期・期日】 （周期）毎日及び毎月 （実施期日）中央卸売市場は毎日，指定市場は翌月 

【調査事項】 １．併設と畜場のと畜頭数，２．枝肉上場頭数，３．規格別枝肉取引成立頭数，４．規格別枝肉



取引総重量，５．規格別枝肉取引総価格，６．規格別枝肉取引価格（職員記入） 

※ 

【調査票名】 ４－鶏卵流通統計調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１２月０８日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０１月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６３３３ 調査票承認番号（旧）０２３５３７ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）鶏卵の集出荷機関（集出荷団体，集出荷業者，直接出

荷する生産経営体） （抽出枠）鶏卵集出荷機関一覧表 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）８４６／母２，８１２ （配布）郵送・職員 （取集）郵送・職

員 （記入）併用 （把握時）調査日現在 （系統）農林水産省→地方農政局→統計・情報センタ

ー→報告者 

【周期・期日】 （周期）半年 （実施期日）１月～６月分は７月末、７月～１２月分は翌年１月末 

【調査事項】 集荷量及び仕向先別出荷量 



【調査名】 青果物卸売市場調査 

【実施機関】 農林水産省大臣官房統計情報部流通消費統計課 

【目 的】 全国の主要な青果物卸売市場における青果物の卸売数量及び卸売価額を調査し、価格形成の実態等を

明らかにし、青果物の流通改善対策、価格安定対策等の基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－青果物産地別入荷量調査票（野菜），２－青果物産地別入荷量調査票（果実），３－青果物

年間取扱高調査票（野菜），４－青果物年間取扱高調査票（果実），５－青果物卸売市場調査名簿 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「青果物産地別入荷量調査」：青果物日別取扱高統計

は、ホームページで公表（翌日）。「青果物流通統計旬報」（翌々旬），「青果物産地別取扱高統

計」：「青果物流通統計月報」（翌月），「青果物年間取扱高調査」：「青果物卸売市場調査の概

要」（調査年の翌年４月末日） （表章）全国 

【経 費】 ７０，２９５ 

※ 

【調査票名】 １－青果物産地別入荷量調査票（野菜） 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１２月０８日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０１月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６３３４ 調査票承認番号（旧）０２３２２７ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）「青果物日別取扱高統計」：政令指定都市（さいた

ま，千葉、川崎及び静岡を除く。）の主要な中央卸売市場及び各地域の主要都市に所在する青果物

中央卸売市場の全ての青果物卸売会社。「青果物産地別取扱高統計」：人口２０万人以上で、かつ

青果物の年間取扱量がおおむね６万ｔ以上の都市（県庁所在都市及び中央卸売市場が開設されてい

る都市を含む。）における青果物卸売市場の卸売会社及び全農集配センター。 （抽出枠）平成１

３年青果物卸売会社一覧表（青果物年間取扱高補完調査結果） 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１９１／母３１０ （配布）郵送 （取集）郵送・職員・オンラ

イン （記入）併用 （把握時）調査日現在 （系統）「青果物日別取扱高統計」：農林水産省→

報告者，「青果物産地別取扱高統計」：農林水産省→地方農政局→統計・情報センター→報告者 

【周期・期日】 （周期）毎日，月 （実施期日）「青果物日別取扱高統計」：毎日（調査対象日の翌日），



「青果物産地別取扱高統計」：調査対象月の翌月 

【調査事項】 「青果物日別取扱高統計」：産地府県、日別の品目ごとの卸売数量、卸売価額，「青果物産地別

取扱高統計」：産地府県・転送元市場、月間の品目ごとの卸売数量、卸売価額 

※ 

【調査票名】 ２－青果物産地別入荷量調査票（果実） 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１２月０８日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０１月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６３３５ 調査票承認番号（旧）０２３２２８ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）「青果物日別取扱高統計」：政令指定都市（さいた

ま、千葉、川崎及び静岡を除く。）の主要な中央卸売市場及び各地域の主要都市に所在する青果物

中央卸売市場の全ての青果物卸売会社。「青果物産地別取扱高統計」：人口２０万人以上で、かつ

青果物の年間取扱量がおおむね６万ｔ以上の都市（県庁所在都市及び中央卸売市場が開設されてい

る都市を含む。）における青果物卸売市場の卸売会社及び全農集配センター。 （抽出枠）平成１

３年青果物卸売会社一覧表（青果物年間取扱高補完調査結果） 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１９１／母３１０ （配布）郵送 （取集）郵送・職員・オンラ

イン （記入）併用 （把握時）調査日現在 （系統）「青果物日別取扱高統計」：農林水産省→

報告者，「青果物産地別取扱高統計」：農林水産省→地方農政局→統計・情報センター→報告者 

【周期・期日】 （周期）毎日，月 （実施期日）「青果物日別取扱高統計」：毎日（調査対象日の翌日），

「青果物産地別取扱高統計」：調査対象月の翌月 

【調査事項】 「青果物日別取扱高統計」：産地府県、日別の品目ごとの卸売数量、卸売価額，「青果物産地別

取扱高統計」：産地府県・転送元市場、月間の品目ごとの卸売数量、卸売価額 

※ 

【調査票名】 ３－青果物年間取扱高調査票（野菜） 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１２月０８日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６３３６ 調査票承認番号（旧）０２３２２９ 



【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）人口２０万人以上で、かつ青果物の年間取扱量がおお

むね６万ｔ以上の都市（県庁所在都市及び中央卸売市場が開設されている都市を含む。）及び野菜

生産出荷安定法に基づく野菜価格安定対策事業の対象市場における青果物卸売市場の卸売会社 

（抽出枠）平成１３年青果物卸売会社一覧表（青果物年間取扱補完調査結果） 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２４６／母１，０１０ （配布）しない （取集）職員 （記

入）他計 （把握時）調査日現在 （系統）農林水産省→地方農政局→統計・情報センター→報告

者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）調査対象年の翌年１月 

【調査事項】 年間の品目ごとの取扱高（卸売数量、卸売価額）、入荷（直接入荷量・産地区分、転送入荷量・

転送元市場） 

※ 

【調査票名】 ４－青果物年間取扱高調査票（果実） 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１２月０８日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６３３７ 調査票承認番号（旧）０２３２３０ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）人口２０万人以上で、かつ青果物の年間取扱量がおお

むね６万ｔ以上の都市（県庁所在都市及び中央卸売市場が開設されている都市を含む。）及び野菜

生産出荷安定法に基づく野菜価格安定対策事業の対象市場における青果物卸売市場の卸売会社。 

（抽出枠）平成１３年青果物卸売会社一覧表（青果物年間取扱高補完調査結果） 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２４６／母１，０１０ （配布）しない （取集）職員 （記

入）他計 （把握時）調査日現在 （系統）農林水産省→地方農政局→統計・情報センター→報告

者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）調査対象年の翌年１月 

【調査事項】 年間の品目ごとの取扱高（卸売数量、卸売価額）、入荷（直接入荷量・産地区分、転送入荷量・

転送元市場） 

※ 



【調査票名】 ５－青果物卸売市場調査名簿 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１２月０８日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６３３８ 調査票承認番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）国内の全青果物卸売会社（全農集配センターを含

む。）のうち、青果物産地別入荷量調査及び青果物年間取扱高調査対象外の卸売会社 （抽出枠）

平成１３年青果物卸売会社一覧表（青果物年間取扱高補完調査結果） 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）６０５／母１，０１０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）調査日現在 （系統）農林水産省→地方農政局→統計・情報センター→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）調査対象年の翌年１月～２月 

【調査事項】 野菜の取引数量（総量）・取引価額（総額）、果実の取引数量（総量）・取引価額（総額） 



【調査名】 通信利用動向調査 

【実施機関】 総務省情報通信政策局総合政策課情報通信経済室 

【目 的】 利用者の視点で電気通信，放送等のサービス利用の諸実態とその動きを調査し，情報通信行政の施策

の策定及び評価のための基礎資料を得る。 

【沿 革】 本調査は，平成２年に開始され，世帯及び事業所を対象に調査していたが，平成９年調査からは，平

成５年に開始された通信ネットワーク調査を統合して実施している。 

【調査の構成】 １－通信利用動向調査調査票（世帯用），２－通信利用動向調査調査票（企業用），３－通信利

用動向調査調査票（事業所用） 

【集計・公表】 （集計）中央集計（民間委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」印刷物及びインターネ

ット（平成１８年３月頃） （表章）全国 

【経 費】 ２３，９８７ 

※ 

【調査票名】 １－通信利用動向調査調査票（世帯用） 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１２月０８日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６３３９ 調査票承認番号（旧）０２５９１５ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）世帯 （属性）平成１７年４月１日現在で満年齢２０歳以上の世帯主が

いる世帯 （抽出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）６，４００／母４７，０６２，７４３ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成１７年１２月３１日現在 （系統）総務省（情報通信政

策局）→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１月中旬 

【調査事項】 １．世帯全体用（情報通信関連機器，インターネットの利用状況（概況），ブロードバンド回線

の利用状況，ケーブルテレビ，衛星放送，地上デジタル放送の視聴状況，世帯構成），２．世帯構

成員用（６歳以上の家族の性別及び年齢，過去１年間に利用した情報通信関連機器，インターネッ

トの利用状況（概要），公衆無線ＬＡＮの利用状況，インターネットの利用状況（詳細），有料デ



ジタルコンテンツ，インターネットによる被害，インターネットへの不安や不満，または利用しな

い理由） 

※ 

【調査票名】 ２－通信利用動向調査調査票（企業用） 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１２月０８日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６３４０ 調査票承認番号（旧）０２５９１７ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）日本標準産業分類大分類の農業，林業，漁業及び鉱業を

除く産業に属する，企業常用雇用者規模１００人以上の企業 （抽出枠）平成１３年事業所・企業

統計調査調査区別民営事業所漢字リストテープ 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／母４２，５２９ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）平成１７年１２月３１日現在 （系統）総務省（情報通信政策局）→民

間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１月中旬 

【調査事項】 １．企業内・企業間通信網，２．電子商取引，３．テレワーク，４．従業員のＩＣＴ（ＩＴ）教

育の状況，５．情報通信ネットワークの安全対策，６．企業経営におけるＩＣＴ（ＩＴ）化への取

り組みとその効果，７．企業の概要 

※ 

【調査票名】 ３－通信利用動向調査調査票（事業所用） 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１２月０８日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６３４１ 調査票承認番号（旧）０２５９１６ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類中分類の郵便業（４６）及び電気通

信業（４７）を除く産業に属する，常用雇用者規模５人以上の事業所 （抽出枠）平成１３年事業

所・企業統計調査調査区別国・地方公共団体事業所漢字リストテープ，平成１３年事業所・企業統

計調査調査区別民営事業所漢字リストテープ 



【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５，６００／母１，９１５，２４７ （配布）郵送 （取集）

郵送 （記入）自計 （把握時）平成１７年１２月３１日現在 （系統）総務省（情報通信政策

局）→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１月中旬 

【調査事項】 １．情報通信関連機器の保有状況，２．通信メディアの利用状況，３．インターネットの利用状

況，４．情報通信ネットワークの安全対策，５．事業所の概要 



【調査名】 特定サービス産業動態統計調査 

【実施機関】 経済産業省経済産業政策局調査統計部産業統計室 

【目 的】 特定サービス産業の売上高，契約高等の経営動向を把握し，景気動向の判断材料に資するとともに，

産業構造政策，中小企業政策の推進及びサービス産業の健全な育成のための基礎資料を得る。 

【沿 革】 この調査は，毎月調査として昭和６２年１２月から実施されている。当初は，物品賃貸業，情報サー

ビス業，広告業の３業種について，平成５年１０月からは，クレジットカード業及びエンジニアリング

業の２業種を追加し，５業種で調査を実施してきた。 

 平成１２年１月からは，新規業種として，１．葬儀業，２．結婚式場業，３．映画館，４．劇場・興

行場，興行団，５．ゴルフ場，６．ゴルフ練習場，７．ボウリング場，８．遊園地・テーマパーク，

９．パチンコホール，１０．外国語会話教室，１１．カルチャーセンター，１２．フィットネスクラブ

の１２業種を加えて，合計１７業種について調査を実施するとともに，新世代統計システムへの対応を

行い，インターネットを活用したオンラインでの申告が開始されている。 

【調査の構成】 １－物品賃貸（リース）業調査票，２－物品賃貸（レンタル）業調査票，３－情報サービス業調

査票，４－広告業調査票，５－クレジットカード業調査票，６－エンジニアリング業調査票，７－

映画館調査票，８－劇場・興行場，興行団調査票，９－ゴルフ場調査票，１０－ゴルフ練習場調査

票，１１－ボウリング場調査票，１２－遊園地・テーマパーク調査票，１３－パチンコホール調査

票，１４－葬儀業調査票，１５－結婚式場業調査票，１６－外国語会話教室調査票，１７－カルチ

ャーセンター調査票，１８－フィットネスクラブ調査票，１９－学習塾調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「特定サービス産業動態統計速報」（調査翌々月上

旬），「同月報」（中旬） （表章）全国 

【経 費】 ３０，８９６ 

※ 

【調査票名】 １－物品賃貸（リース）業調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１２月１３日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０２月２８日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６３４２ 調査票承認番号（旧）０２３５７０ 



【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）各種物品賃貸業，産業用機械器具賃貸業，事務用機械器

具賃貸業（日本標準産業分類小分類８８１，８８２，８８３）に属するリース業務を営む企業 

（抽出枠）特定サービス産業実態調査名簿及び業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）４３／母５９０ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オ

ンライン （記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系統）経済産業省→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 

【調査事項】 １．月次調査事項，（１）フェイスシート事項（企業名，本社又は本店の所在地，事業所名（事

業所の場合のみ），事業所所在地（事業所の場合のみ）等），（２）事業所数（企業の場合の

み），（３）常用従業者数等，（４）月間売上高（又は月間契約高），２．四半期別調査事項（３

月，６月，９月及び１２月分調査のみ調査），（１）売上高の見通し、従業員数の充足感 

※ 

【調査票名】 ２－物品賃貸（レンタル）業調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１２月１３日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０２月２８日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６３４３ 調査票承認番号（旧）０２３５７１ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）各種物品賃貸業，産業用機械器具賃貸業，事務用機械器

具賃貸業（日本標準産業分類小分類８８１，８８２，８８３）に属するレンタル業務を営む企業 

（抽出枠）特定サービス産業実態調査名簿及び業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）７９／母１，９６８ （配布）郵送・オンライン （取集）郵

送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系統）経済産業省→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 

【調査事項】 １．月次調査事項，（１）フェイスシート事項（企業名，本社又は本店の所在地，事業所名（事

業所の場合のみ），事業所所在地（事業所の場合のみ）等），（２）事業所数（企業の場合の

み），（３）常用従業者数等，（４）月間売上高（又は月間契約高），２．四半期別調査事項（３

月，６月，９月及び１２月分調査のみ調査），（１）売上高の見通し、従業員数の充足感 

※ 



【調査票名】 ３－情報サービス業調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１２月１３日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０２月２８日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６３４４ 調査票承認番号（旧）０２３５７２ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）情報サービス業（日本標準産業分類中分類３９）に属す

る業務を営む企業 （抽出枠）特定サービス産業実態調査名簿及び業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２３８／母５，２１７ （配布）郵送・オンライン （取集）郵

送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系統）経済産業省→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 

【調査事項】 １．月次調査事項，（１）フェイスシート事項（企業名，本社又は本店の所在地，事業所名（事

業所の場合のみ），事業所所在地（事業所の場合のみ）等），（２）事業所数（企業の場合の

み），（３）常用従業者数等，（４）月間売上高（又は月間契約高），２．四半期別調査事項（３

月，６月，９月及び１２月分調査のみ調査），（１）売上高の見通し、従業員数の充足感 

※ 

【調査票名】 ４－広告業調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１２月１３日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０２月２８日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６３４５ 調査票承認番号（旧）０２３５７３ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）広告業（日本標準産業分類中分類８９）に属する業務を

営む企業 （抽出枠）特定サービス産業実態調査名簿及び業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１１１／母３，１８０ （配布）郵送・オンライン （取集）郵

送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系統）経済産業省→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 

【調査事項】 １．月次調査事項，（１）フェイスシート事項（企業名，本社又は本店の所在地，事業所名（事

業所の場合のみ），事業所所在地（事業所の場合のみ）等），（２）事業所数（企業の場合の

み），（３）常用従業者数等，（４）月間売上高（又は月間契約高），２．四半期別調査事項（３



月，６月，９月及び１２月分調査のみ調査），（１）売上高の見通し、従業員数の充足感 

※ 

【調査票名】 ５－クレジットカード業調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１２月１３日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０２月２８日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６３４６ 調査票承認番号（旧）０２３５７４ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）クレジットカード業（日本標準産業分類細分類６４３

１）に属する業務を営む企業 （抽出枠）特定サービス産業実態調査名簿及び業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）８２／母４１７ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オ

ンライン （記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系統）経済産業省→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 

【調査事項】 １．月次調査事項，（１）フェイスシート事項（企業名，本社又は本店の所在地，事業所名（事

業所の場合のみ），事業所所在地（事業所の場合のみ）等），（２）事業所数（企業の場合の

み），（３）常用従業者数等，（４）月間売上高（又は月間契約高），２．四半期別調査事項（３

月，６月，９月及び１２月分調査のみ調査），（１）売上高の見通し、従業員数の充足感 

※ 

【調査票名】 ６－エンジニアリング業調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１２月１３日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０２月２８日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６３４７ 調査票承認番号（旧）０２３５７５ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）他に分類されない専門サービス業（日本標準産業分類細

分類８０９９）に属するエンジニアリング業務を営む企業 （抽出枠）特定サービス産業実態調査

名簿及び業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）９７／母２９４ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オ

ンライン （記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系統）経済産業省→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 



【調査事項】 １．月次調査事項，（１）フェイスシート事項（企業名，本社又は本店の所在地，事業所名（事

業所の場合のみ），事業所所在地（事業所の場合のみ）等），（２）事業所数（企業の場合の

み），（３）常用従業者数等，（４）月間売上高（又は月間契約高），２．四半期別調査事項（３

月，６月，９月及び１２月分調査のみ調査），（１）売上高の見通し、従業員数の充足感 

※ 

【調査票名】 ７－映画館調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１２月１３日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０２月２８日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６３４８ 調査票承認番号（旧）０２３５７６ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）映画館（日本標準産業分類小分類８４１）に属する業

務を営む事業所 （抽出枠）特定サービス産業実態調査名簿及び業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２５３／母７１２ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・

オンライン （記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系統）経済産業省→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 

【調査事項】 １．月次調査事項，（１）フェイスシート事項（企業名，本社又は本店の所在地，事業所名（事

業所の場合のみ），事業所所在地（事業所の場合のみ）等），（２）事業所数（企業の場合の

み），（３）常用従業者数等，（４）月間売上高（又は月間契約高），２．四半期別調査事項（３

月，６月，９月及び１２月分調査のみ調査），（１）売上高の見通し、従業員数の充足感 

※ 

【調査票名】 ８－劇場・興行場，興行団調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１２月１３日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０２月２８日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６３４９ 調査票承認番号（旧）０２３５７７ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）興行場，興行団（日本標準産業分類小分類８４２）に

属する業務を営む事業所 （抽出枠）特定サービス産業実態調査名簿及び業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）９１／母６９８ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オ



ンライン （記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系統）経済産業省→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 

【調査事項】 １．月次調査事項，（１）フェイスシート事項（企業名，本社又は本店の所在地，事業所名（事

業所の場合のみ），事業所所在地（事業所の場合のみ）等），（２）事業所数（企業の場合の

み），（３）常用従業者数等，（４）月間売上高（又は月間契約高），２．四半期別調査事項（３

月，６月，９月及び１２月分調査のみ調査），（１）売上高の見通し、従業員数の充足感 

※ 

【調査票名】 ９－ゴルフ場調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１２月１３日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０２月２８日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６３５０ 調査票承認番号（旧）０２３５７８ 

【調査対象】 （地域）都道府県のうち北海道，宮城県，東京都，愛知県，大阪府，広島県，香川県，福岡県の

８都道府県 （単位）事業所 （属性）ゴルフ場（日本標準産業分類細分類８４４３）に属する業

務を営む事業所 （抽出枠）特定サービス産業実態調査名簿及び業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２２１／母２，０２６ （配布）郵送・オンライン （取集）郵

送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系統）経済産業省→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 

【調査事項】 １．月次調査事項，（１）フェイスシート事項（企業名，本社又は本店の所在地，事業所名（事

業所の場合のみ），事業所所在地（事業所の場合のみ）等），（２）事業所数（企業の場合の

み），（３）常用従業者数等，（４）月間売上高（又は月間契約高），２．四半期別調査事項（３

月，６月，９月及び１２月分調査のみ調査），（１）売上高の見通し、従業員数の充足感 

※ 

【調査票名】 １０－ゴルフ練習場調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１２月１３日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０２月２８日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６３５１ 調査票承認番号（旧）０２３５７９ 



【調査対象】 （地域）都道府県のうち北海道，宮城県，東京都，愛知県，大阪府，広島県，香川県，福岡県の

８都道府県 （単位）事業所 （属性）ゴルフ練習場（日本標準産業分類細分類８４４４）に属す

る業務を営む事業所 （抽出枠）特定サービス産業実態調査名簿及び業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２４２／母２，７０７ （配布）郵送・オンライン （取集）郵

送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系統）経済産業省→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 

【調査事項】 １．月次調査事項，（１）フェイスシート事項（企業名，本社又は本店の所在地，事業所名（事

業所の場合のみ），事業所所在地（事業所の場合のみ）等），（２）事業所数（企業の場合の

み），（３）常用従業者数等，（４）月間売上高（又は月間契約高），２．四半期別調査事項（３

月，６月，９月及び１２月分調査のみ調査），（１）売上高の見通し、従業員数の充足感 

※ 

【調査票名】 １１－ボウリング場調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１２月１３日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０２月２８日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６３５２ 調査票承認番号（旧）０２３５８０ 

【調査対象】 （地域）都道府県のうち北海道，宮城県，東京都，愛知県，大阪府，広島県，香川県，福岡県の

８都道府県 （単位）事業所 （属性）ボウリング場（日本標準産業分類細分類８４４５）に属す

る業務を営む事業所 （抽出枠）特定サービス産業実態調査名簿及び業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１３０／母９４８ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・

オンライン （記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系統）経済産業省→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 

【調査事項】 １．月次調査事項，（１）フェイスシート事項（企業名，本社又は本店の所在地，事業所名（事

業所の場合のみ），事業所所在地（事業所の場合のみ）等），（２）事業所数（企業の場合の

み），（３）常用従業者数等，（４）月間売上高（又は月間契約高），２．四半期別調査事項（３

月，６月，９月及び１２月分調査のみ調査），（１）売上高の見通し、従業員数の充足感 

※ 



【調査票名】 １２－遊園地・テーマパーク調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１２月１３日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０２月２８日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６３５３ 調査票承認番号（旧）０２３５８１ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）遊園地，テーマパーク（日本標準産業分類細分類８４

５２，８４５３）に属する遊園地・テーマパーク業務を営む事業所 （抽出枠）特定サービス産業

実態調査名簿及び業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）３４／母１６７ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オ

ンライン （記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系統）経済産業省→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 

【調査事項】 １．月次調査事項，（１）フェイスシート事項（企業名，本社又は本店の所在地，事業所名（事

業所の場合のみ），事業所所在地（事業所の場合のみ）等），（２）事業所数（企業の場合の

み），（３）常用従業者数等，（４）月間売上高（又は月間契約高），２．四半期別調査事項（３

月，６月，９月及び１２月分調査のみ調査），（１）売上高の見通し、従業員数の充足感 

※ 

【調査票名】 １３－パチンコホール調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１２月１３日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０２月２８日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６３５４ 調査票承認番号（旧）０２３５８２ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）パチンコホール（日本標準産業分類細分類８４６４）に

属する業務を営む企業 （抽出枠）業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）８０／母１，３８７ （配布）郵送・オンライン （取集）郵

送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系統）経済産業省→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 

【調査事項】 １．月次調査事項，（１）フェイスシート事項（企業名，本社又は本店の所在地，事業所名（事

業所の場合のみ），事業所所在地（事業所の場合のみ）等），（２）事業所数（企業の場合の



み），（３）常用従業者数等，（４）月間売上高（又は月間契約高），２．四半期別調査事項（３

月，６月，９月及び１２月分調査のみ調査），（１）売上高の見通し、従業員数の充足感 

※ 

【調査票名】 １４－葬儀業調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１２月１３日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０２月２８日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６３５５ 調査票承認番号（旧）０２３５８３ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）葬儀業（日本標準産業分類細分類８３６１）に属する業

務を営む企業 （抽出枠）特定サービス産業実態調査名簿及び業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１３３／母４，１９４ （配布）郵送・オンライン （取集）郵

送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系統）経済産業省→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 

【調査事項】 １．月次調査事項，（１）フェイスシート事項（企業名，本社又は本店の所在地，事業所名（事

業所の場合のみ），事業所所在地（事業所の場合のみ）等），（２）事業所数（企業の場合の

み），（３）常用従業者数等，（４）月間売上高（又は月間契約高），２．四半期別調査事項（３

月，６月，９月及び１２月分調査のみ調査），（１）売上高の見通し、従業員数の充足感 

※ 

【調査票名】 １５－結婚式場業調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１２月１３日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０２月２８日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６３５６ 調査票承認番号（旧）０２３５８４ 

【調査対象】 （地域）都道府県のうち北海道，宮城県，東京都，愛知県，大阪府，広島県，香川県，福岡県の

８都道府県 （単位）事業所 （属性）結婚式場業（日本標準産業分類細分類８３６２）に属する

業務を営む事業所 （抽出枠）特定サービス産業実態調査名簿及び業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２１１／母２，８５３ （配布）郵送・オンライン （取集）郵

送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系統）経済産業省→報告者 



【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 

【調査事項】 １．月次調査事項，（１）フェイスシート事項（企業名，本社又は本店の所在地，事業所名（事

業所の場合のみ），事業所所在地（事業所の場合のみ）等），（２）事業所数（企業の場合の

み），（３）常用従業者数等，（４）月間売上高（又は月間契約高），２．四半期別調査事項（３

月，６月，９月及び１２月分調査のみ調査），（１）売上高の見通し、従業員数の充足感 

※ 

【調査票名】 １６－外国語会話教室調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１２月１３日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０２月２８日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６３５７ 調査票承認番号（旧）０２３５８５ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）外国語教会話授業（日本標準産業分類細分類７７４５）

に属する外国語会話教室業務を営む企業 （抽出枠）特定サービス産業実態調査名簿及び業界団体

資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１２／母１，２００ （配布）郵送・オンライン （取集）郵

送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系統）経済産業省→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 

【調査事項】 １．月次調査事項，（１）フェイスシート事項（企業名，本社又は本店の所在地，事業所名（事

業所の場合のみ），事業所所在地（事業所の場合のみ）等），（２）事業所数（企業の場合の

み），（３）常用従業者数等，（４）月間売上高（又は月間契約高），２．四半期別調査事項（３

月，６月，９月及び１２月分調査のみ調査），（１）売上高の見通し、従業員数の充足感 

※ 

【調査票名】 １７－カルチャーセンター調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１２月１３日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０２月２８日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６３５８ 調査票承認番号（旧）０２３５８６ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）その他の教養・技能教授業（日本標準産業分類細分類



７７４９）に属するカルチャーセンター業務を営む事業所 （抽出枠）特定サービス産業実態調査

名簿及び業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１６１／母６９３ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・

オンライン （記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系統）経済産業省→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 

【調査事項】 １．月次調査事項，（１）フェイスシート事項（企業名，本社又は本店の所在地，事業所名（事

業所の場合のみ），事業所所在地（事業所の場合のみ）等），（２）事業所数（企業の場合の

み），（３）常用従業者数等，（４）月間売上高（又は月間契約高），２．四半期別調査事項（３

月，６月，９月及び１２月分調査のみ調査），（１）売上高の見通し、従業員数の充足感 

※ 

【調査票名】 １８－フィットネスクラブ調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１２月１３日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０２月２８日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６３５９ 調査票承認番号（旧）０２３５８７ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）フィットネスクラブ（日本標準産業分類細分類７７４

７）に属する業務を営む企業 （抽出枠）業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）８０／母７７２ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オ

ンライン （記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系統）経済産業省→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 

【調査事項】 １．月次調査事項，（１）フェイスシート事項（企業名，本社又は本店の所在地，事業所名（事

業所の場合のみ），事業所所在地（事業所の場合のみ）等），（２）事業所数（企業の場合の

み），（３）常用従業者数等，（４）月間売上高（又は月間契約高），２．四半期別調査事項（３

月，６月，９月及び１２月分調査のみ調査），（１）売上高の見通し、従業員数の充足感 

※ 

【調査票名】 １９－学習塾調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１２月１３日 



【調査票承認期間終了日】 平成１９年０２月２８日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６３６０ 調査票承認番号（旧）０２３５８９ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）学習塾（日本標準産業分類小分類７７３）に属する業務

を営む企業 （抽出枠）業界団体資料 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２１８／母１，１６５ （配布）郵送・オンライン （取集）郵

送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系統）経済産業省→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査翌月２０日 

【調査事項】 １．月次調査事項，（１）フェイスシート事項（企業名，本社又は本店の所在地，事業所名（事

業所の場合のみ），事業所所在地（事業所の場合のみ）等），（２）事業所数（企業の場合の

み），（３）常用従業者数等，（４）月間売上高（又は月間契約高），２．四半期別調査事項（３

月，６月，９月及び１２月分調査のみ調査），（１）売上高の見通し、従業員数の充足感 



【調査名】 新規就農者調査 

【実施機関】 農林水産省大臣官房統計部経営・構造統計課センサス統計室 

【目 的】 農業経営体に雇用される形で就農した新規就農者数を把握し、農業内外からの多様な人材の確保や農

業法人等への就業を目的とする支援策等、今後の新規就農者対策の企画・立案、推進、評価等に必要な

基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－農業法人等新規就農者調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「調査結果報告書」（平成１８年５月中旬） （表

章）全国 

【経 費】 １５，４７５ 

※ 

【調査票名】 １－農業法人等新規就農者調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１２月１６日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６３６１ 調査票承認番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）①２００５年農林業センサスで「常雇」がいた家族経

営体，②２００５年農林業センサスで雇用者（役員、構成員を含む。）がいた組織経営体，③２０

０５年農林業センサス実施後に新たに設立された法人経営体 （抽出枠）２００５年農林業センサ

ス農林業経営体調査の報告者 

【調査方法】 （選定）全数及び無作為抽出 （客体数）２２，０００／母５２，０００ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）農林水産省→地方農政局→統計・情報

センター→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成１８年２月２０日 

【調査事項】 １．性別，２．新たに就農した時期，３．就農時の年齢区分，４．仕事の内容，５．離職した新

規就農者の状況（１）離職時期，（２）離職後の状況 



【調査名】 漁業経営調査 

【実施機関】 農林水産省大臣官房統計部経営・構造統計課 

【目 的】 漁業経営体の経営の実態を明らかにし，水産行政等の基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－個人経営体調査日記帳（労働），２－個人経営体調査日記帳（収支），３－個人経営体調査

経営体台帳，４－個人経営体調査票，５－会社経営体調査票，６－共同経営体調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）第１報として、①個人経営体調査のうち、漁船漁業及

び小型定置網漁業が調査翌年度の７月、同じく養殖業が調査翌年度の９月、②会社経営体調査及び

共同経営体調査は調査翌年度の８月を予定。詳細は「農林水産統計報告」により公表。 （表章）

全国 

【経 費】 ４０，４２９ 

※ 

【調査票名】 １－個人経営体調査日記帳（労働） 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１２月１６日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年０１月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６３６２ 調査票承認番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）経営体 （属性）第２種兼業漁家を除く個人経営体（ただし、漁船非使

用、無動力船、大型定置網、さけ定置網、地びき網、真珠母貝養殖及びその他の養殖の各階層を除

く。） （抽出枠）漁業経営調査客体名簿（２００３年漁業センサス結果より作成） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５３６／母８７，１６７ （配布）職員 （取集）郵送・職員 

（記入）自計 （把握時）毎年１月１日から１２月３１日まで （系統）農林水産省→地方農政局

→統計・情報センター→報告者 

【周期・期日】 （周期）月，四半期 （実施期日）四半期毎の調査月の翌月１日から１０日まで（新規標本等

は調査月の翌月１日から１０日まで） 

【調査事項】 １．漁業・養殖業種類別作業状況（漁業・養殖業種類別の労働時間、作業日別人員），２．企画

管理労働状況（集会、技術講習会等への参加等に係る人日、延べ労働時間） 

※ 



【調査票名】 ２－個人経営体調査日記帳（収支） 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１２月１６日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年０１月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６３６３ 調査票承認番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）経営体 （属性）第２種兼業漁家を除く個人経営体（ただし、漁船非使

用、無動力船、大型定置網、さけ定置網、地びき網、真珠母貝養殖及びその他の養殖の各階層を除

く。） （抽出枠）漁業経営調査客体名簿（２００３年漁業センサス結果より作成） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５３６／母８７，１６７ （配布）職員 （取集）郵送・職員 

（記入）自計 （把握時）毎年１月１日から１２月３１日まで （系統）農林水産省→地方農政局

→統計・情報センター→報告者 

【周期・期日】 （周期）月，四半期 （実施期日）四半期毎の調査月の翌月１日から１０日まで（新規標本等

は調査月の翌月１日から１０日まで） 

【調査事項】 １．日別の収入・支出の状況，２．日別の現物支給、自家用水産加工用等に使用した漁業、養殖

業生産物の状況 

※ 

【調査票名】 ３－個人経営体調査経営体台帳 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１２月１６日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年０１月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６３６４ 調査票承認番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）経営体 （属性）第２種兼業漁家を除く個人経営体（ただし、漁船非使

用、無動力船、大型定置網、さけ定置網、地びき網、真珠母貝養殖及びその他の養殖の各階層を除

く。） （抽出枠）漁業経営調査客体名簿（２００３年漁業センサス結果より作成） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５３６／母８７，１６７ （配布）職員 （取集）職員 （記

入）併用 （把握時）毎年１月１日から１２月３１日まで （系統）農林水産省→地方農政局→統

計・情報センター→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）０１月１日～３１日 



【調査事項】 １．自営漁業の経営主・基幹従事者、家族員数，２．財産状況（土地、建物・構築物、船舶、漁

網・はえ縄、養殖施設、漁業権、その他の固定資産、未処分漁業・養殖業生産物、漁業・養殖業用

資材、育成中の養殖業生産物、現金・貯蓄、負債等），３．租税公課諸負担 

※ 

【調査票名】 ４－個人経営体調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１２月１６日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年０６月３０日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６３６５ 調査票承認番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）経営体 （属性）第２種兼業漁家を除く個人経営体（ただし、漁船非使

用、無動力船、大型定置網、さけ定置網、地びき網、真珠母貝養殖及びその他の養殖の各階層を除

く。） （抽出枠）漁業経営調査客体名簿（２００３年漁業センサス結果より作成） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５３６／母８７，１６７ （配布）職員 （取集）郵送・職員 

（記入）自計 （把握時）毎年１月１日から１２月３１日まで （系統）農林水産省→地方農政局

→統計・情報センター→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）漁業経営体の決算作成後２か月 

【調査事項】 １．経営主・基幹的漁業従事者の年齢、家族員数，２．操業状況（漁業・養殖業種類、使用漁

船、養殖施設面積等、出漁日数、労働日数・時間、最盛期の従業者数、企画管理労働、漁獲量、収

穫量），３．財産（貸借対照表、損益計算表），４．漁労部門 

※ 

【調査票名】 ５－会社経営体調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１２月１６日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年０６月３０日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６３６６ 調査票承認番号（旧）０２３５４３ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）経営体 （属性）会社経営体のうち、動力船１０トン以上階層、大型定

置網、さけ定置網、ぶり類養殖及びまだい養殖を営むもの （抽出枠）漁業経営調査客体名簿（２

００３年漁業センサス結果より作成） 



【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１７９／母１，９８１ （配布）職員 （取集）郵送・職員 

（記入）自計 （把握時）毎年４月１日から翌年３月３１日までの間に到来した決算日前１年間 

（系統）農林水産省→地方農政局→統計・情報センター→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）漁業経営体の決算書作成後２か月 

【調査事項】 １．漁業操業状況（漁業種類、養殖施設面積、漁獲量、出漁日数、使用漁船、最盛期の従事者

数），２．使用漁船の状況，３．漁業投下固定資本の状況，４．貸借対照表、損益計算表、５．漁

労部門 

※ 

【調査票名】 ６－共同経営体調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１２月１６日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年０６月３０日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６３６７ 調査票承認番号（旧）０２３５４４ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）経営体 （属性）共同経営体のうち、動力船１０トン以上階層、大型定

置網及びさけ定置網を営むもの （抽出枠）漁業経営調査客体名簿（２００３年漁業センサス結果

より作成） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４０／母１，１０６ （配布）職員 （取集）郵送・職員 

（記入）自計 （把握時）毎年４月１日から翌年３月３１日までの間に到来した決算日前１年間 

（系統）農林水産省→地方農政局→統計・情報センター→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）漁業経営体の決算書作成後２か月 

【調査事項】 １．漁業操業状況（漁業種類、養殖施設面積、漁獲量、出漁日数、使用漁船、最盛期の従事者

数），２．使用漁船の状況，３．漁業投下固定資本の状況，４．貸借対照表、損益計算表、６．漁

労部門 



【調査名】 宿泊旅行統計調査（仮称）第一次予備調査 

【実施機関】 国土交通省総合政策局観光企画課 

【目 的】 我が国の宿泊旅行の全国規模の実態等についての調査である宿泊旅行統計調査（仮称）の実施に向

け、必要なデータを取得するための予備調査を行う。 

【調査の構成】 １－宿泊施設調査票，２－宿泊者調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（民間委託・機械集計） （公表）公表しない （表章）全国 

※ 

【調査票名】 １－宿泊施設調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１２月２０日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年０４月３０日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６３６８ 調査票承認番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）全国の県のうちから抽出された秋田、千葉、大分の３県 （単位）事業所 （属性）旅

館、ホテル、簡易宿所（日本標準産業分類による）を営む事業所全部 （抽出枠）平成１３年事業

所・企業統計調査事業所名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３，５００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握

時）調査日現在 （系統）国土交通省本省→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１８年３月１０日まで 

【調査事項】 １．特定の１週間（平成１８年２月２０日～２６日）における宿泊者数、外国人宿泊者数，２．

過去１４ヶ月間（平成１７年１月～平成１８年２月）の宿泊者数、外国人宿泊者数，３．外国人宿

泊者を識別するための手法（パスポートの確認、宿泊者カードの記載確認），４．１ヶ月間（平成

１８年２月）の全宿泊者数の内訳，５．１ヶ月間（平成１８年２月）の外国人宿泊者数の内訳，

６．宿泊施設調査の調査方法についての意向（郵便、ＦＡＸ、インターネット），７．宿泊者調査

の調査方法についての意向（問題点の有無） 

※ 

【調査票名】 ２－宿泊者調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１２月２０日 



【調査票承認期間終了日】 平成１８年０４月３０日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６３６９ 調査票承認番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）全国の県のうちから抽出された秋田、千葉、大分の３県 （単位）個人 （属性）平成

１８年２月２０日から同２６日までの間に旅館、ホテル、簡易宿所（日本標準産業分類による）を

営む事業所に宿泊する旅行者 （抽出枠）平成１３年事業所・企業統計調査事業所名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４００，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把

握時）調査日現在 （系統）国土交通省本省→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１８年３月１０日まで 

【調査事項】 １．性別，２．年齢，３．国籍（出身地），４．居住地（国内居住者：都道府県、国外居住者：

国または地域），５．当該宿泊施設における宿泊期間，６．旅行の総日数（国外居住者にあって

は、国内滞在日数），７．今回の旅行の目的（観光、業務、知人訪問），８．今回の旅行の形態

（個人、家族、知人）、同行者人数，９．前泊地、後泊地，１０．主に利用した交通機関，１１．

前泊地から後泊地に至るまでの各区間で主に利用した交通機関（外国語版のみ），１２．出入国空

港等（国外居住者のみ），１３．過去２年間の来訪回数（国内居住者：当該都道府県、国外居住

者：日本）、その主な目的 



【調査名】 労働経済動向調査 

【実施機関】 厚生労働省大臣官房統計情報部雇用統計課 

【目 的】 景気の動向，労働力需給の変化等が雇用，労働時間，賃金等に及ぼしている影響や，それらに関する

今後の見通し，対応策等について調査し，労働経済の変化の方向，当面の問題点を迅速に把握する。 

【調査の構成】 １－労働経済動向調査票（２月調査），２－労働経済動向調査票（５月調査），３－労働経済動

向調査票（８月調査），４－労働経済動向調査票（１１月調査） 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「調査結果速報」（調査の対象期日の翌月）及び「調

査結果報告書」（平成１９年２月を目途） （表章）全国 

【経 費】 ２，５７０ 

※ 

【調査票名】 １－労働経済動向調査票（２月調査） 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１２月２０日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年０４月３０日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６３７０ 調査票承認番号（旧）０２５９０９ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）建設業，製造業，情報通信業，運輸業，卸売・小売

業，金融・保険業，不動産業，飲食店，宿泊業，及びサービス業（ただし，学術・開発研究機関，

その他の生活関連サービス業のうち家事サービス業及び冠婚・葬祭業，政治・経済・文化団体，宗

教，その他のサービス業，外国公務を除く）を営む常用労働者３０人以上を雇用する民営事業所。 

（抽出枠）平成１３年事業所・企業統計調査 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５，４００／母２３０，０００ （配布）郵送・オンライン 

（取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）平成１８年２月１日現在 （系統）厚生労

働省大臣官房統計情報部→報告者 

【周期・期日】 （周期）四半期 （実施期日）平成１８年２月７日 

【調査事項】 １．事業所の属性に関する事項，２．生産・売上等の動向と増減（見込）理由に関する事項，

３．雇用，労働時間の動向に関する事項，４．労働者の過不足感に関する事項，５．雇用調整等の

実施状況に関する事項，６．平成１８年新規学卒者の採用内定状況に関する事項 



※ 

【調査票名】 ２－労働経済動向調査票（５月調査） 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１２月２０日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年０７月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６３７１ 調査票承認番号（旧）０２５９１０ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）建設業，製造業，情報通信業，運輸業，卸売・小売

業，金融・保険業，不動産業，飲食店，宿泊業，及びサービス業（ただし，学術・開発研究機関，

その他の生活関連サービス業のうち家事サービス業及び，冠婚・葬祭業，政治・経済・文化団体，

宗教，その他のサービス業，外国公務を除く）を営む常用労働者３０人以上を雇用する民営事業

所。 （抽出枠）平成１３年事業所・企業統計調査 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５，４００／母２３０，０００ （配布）郵送・オンライン 

（取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）平成１８年５月１日現在 （系統）厚生労

働省大臣官房統計情報部→報告者 

【周期・期日】 （周期）四半期 （実施期日）平成１８年５月１５日 

【調査事項】 １．事業所の属性に関する事項，２．生産・売上等の動向と増減（見込）理由に関する事項，

３．雇用，労働時間の動向に関する事項，４．労働者の過不足感に関する事項，５．雇用調整等の

実施状況に関する事項，６．平成１９年新規学卒者の採用計画等に関する事項 

※ 

【調査票名】 ３－労働経済動向調査票（８月調査） 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１２月２０日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年１０月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６３７２ 調査票承認番号（旧）０２６１２０ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）建設業，製造業，情報通信業，運輸業，卸売・小売

業，金融・保険業，不動産業，飲食店，宿泊業，及びサービス業（ただし，学術・開発研究機関，

その他の生活関連サービス業のうち家事サービス業及び冠婚・葬祭業，政治・経済・文化団体，宗

教，その他のサービス業，外国公務を除く）を営む常用労働者３０人以上を雇用する民営事業所。 



（抽出枠）平成１３年事業所・企業統計調査 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５，４００／母２３０，０００ （配布）郵送・オンライン 

（取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）平成１８年８月１日現在 （系統）厚生労

働省大臣官房統計情報部→報告者 

【周期・期日】 （周期）四半期 （実施期日）平成１８年８月７日 

【調査事項】 １．事業所の属性に関する事項，２．生産・売上等の動向と増減（見込）理由に関する事項，

３．雇用，労働時間の動向に関する事項，４．労働者の過不足感に関する事項，５．雇用調整等の

実施状況に関する事項，６．派遣労働者・業務請負の労働者の変動状況に関する事項 

※ 

【調査票名】 ４－労働経済動向調査票（１１月調査） 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１２月２０日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０１月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６３７３ 調査票承認番号（旧）０２６１２１ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）建設業，製造業，情報通信業，運輸業，卸売・小売

業，金融・保険業，不動産業，飲食店，宿泊業，及びサービス業（ただし，学術・開発研究機関，

その他の生活関連サービス業のうち家事サービス業及び冠婚・葬祭業，政治・経済・文化団体，宗

教，その他のサービス業，外国公務を除く）を営む常用労働者３０人以上を雇用する民営事業所。 

（抽出枠）平成１３年事業所・企業統計調査 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５，４００／母２３０，０００ （配布）郵送・オンライン 

（取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）平成１８年１１月１日現在 （系統）厚生

労働省大臣官房統計情報部→報告者 

【周期・期日】 （周期）四半期 （実施期日）平成１８年１１月７日 

【調査事項】 １．事業所の属性に関する事項，２．生産・売上等の動向と増減（見込）理由に関する事項，

３．雇用，労働時間の動向に関する事項，４．労働者の過不足感に関する事項，５．雇用調整等の

実施状況に関する事項，６．事業の見直しと雇用面での対応状況に関する事項 



【調査名】 食品産業動向調査 

【実施機関】 農林水産省大臣官房統計部生産流通消費統計課消費統計室 

【目 的】 消費者の安心・信頼の確保を展開するための施策として「トレーサビリティ・システム」の導入促進

を図ることとされていることから、トレーサビリティ・システムの導入・実施状況等の実態を把握し、

諸施策の企画・立案に必要な基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－トレーサビリティ・システムの導入・実施状況等の実態調査票（食品製造業者用），２－ト

レーサビリティ・システムの導入・実施状況等の実態調査票（食品卸売業者用），３－トレーサビ

リティ・システムの導入・実施状況等の実態調査票（食品小売業者用），４－トレーサビリティ・

システムの導入・実施状況等の実態調査票（農業協同組合用） 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「調査結果報告書」（平成１８年５月下旬） （表

章）全国 

【経 費】 ９，２７８ 

※ 

【調査票名】 １－トレーサビリティ・システムの導入・実施状況等の実態調査票（食品製造業者用） 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１２月２２日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６３７４ 調査票承認番号（旧）０２５９３１ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）日本標準産業分類中分類９食料品製造業を営む企業 

（抽出枠）総務省「平成１６年事業所・企業統計調査」 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）９４０／母２３，８２４ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）農林水産省→地方農政局→統計・情報センター→報告

者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成１８年２月 

【調査事項】 １．企業の概要（常用雇用者数），２．トレーサビリティ・システムの導入状況（又は導入予

定），３．商品のロットを形成するために用いる単位，４．記録・保管している情報及び出荷先に

提供している情報，５．記録・保管している情報の仕入先・出荷先への伝達方法，６．記録・保管



している情報の一般消費者への開示状況（方法），７．原材料の特定（遡及）の可能性，８．生産

者等を特定（遡及）するための手段 

※ 

【調査票名】 ２－トレーサビリティ・システムの導入・実施状況等の実態調査票（食品卸売業者用） 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１２月２２日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６３７５ 調査票承認番号（旧）０２５９３２ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）日本標準産業分類中分類５１飲食料品卸売業を営む企業 

（抽出枠）総務省「平成１６年事業所・企業統計調査」 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）９４０／母３８，９５９ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）農林水産省→地方農政局→統計・情報センター→報告

者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成１８年２月 

【調査事項】 １．企業の概要（常用雇用者数），２．トレーサビリティ・システムの導入状況（又は導入予

定），３．商品のロットを形成するために用いる単位，４．記録・保管している情報及び出荷先に

提供している情報，５．記録・保管している情報の仕入先・出荷先への伝達方法，６．記録・保管

している情報の一般消費者への開示状況（方法），７．原材料の特定（遡及）の可能性，８．生産

者等を特定（遡及）するための手段 

※ 

【調査票名】 ３－トレーサビリティ・システムの導入・実施状況等の実態調査票（食品小売業者用） 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１２月２２日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６３７６ 調査票承認番号（旧）０２５９３３ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）日本標準産業分類中分類５５各種商品小売業を営む企

業，中分類５７飲食料品小売業を営む企業 （抽出枠）経済産業省「平成１４年商業統計調査」 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）９６０／母８９，８３１ （配布）郵送 （取集）郵送 （記



入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）農林水産省→地方農政局→統計・情報センター→報告

者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成１８年２月 

【調査事項】 １．企業の概要（常用雇用者数），２．トレーサビリティ・システムの導入状況（又は導入予

定），３．商品のロットを形成するために用いる単位，４．記録・保管している情報及び出荷先に

提供している情報，５．記録・保管している情報の仕入先への伝達方法，６．記録・保管している

情報の一般消費者への開示状況（方法），７．原材料の特定（遡及）の可能性，８．生産者等を特

定（遡及）するための手段，９．平成１７年１月～１２月に取り扱った品目（小売）のうち、生産

者等の特定（遡及）が可能な品目及び特定（遡及）に要すると思われる時間 

※ 

【調査票名】 ４－トレーサビリティ・システムの導入・実施状況等の実態調査票（農業協同組合用） 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１２月２２日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６３７７ 調査票承認番号（旧）０２５９３４ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）協同組合 （属性）農業協同組合のうち総合農協 （抽出枠）「全国都

道府県 農業協同組合名鑑」（日本農業新聞発行） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１４０／母９０１ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自

計 （把握時）調査日現在 （系統）農林水産省→地方農政局→統計・情報センター→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成１８年２月 

【調査事項】 １．集出荷している品目、品目別の栽培管理情報の記録・保管状況、出荷先に提供している情報

の内容，２．出荷先に提供している情報の提供手段，３．出荷の際に、ロットを形成するために用

いる単位，４．ロットと生産者から提供された受入記録との対応付けの状況，５．記録・保管して

いる栽培管理情報の一般消費者への開示状況（方法） 



【調査名】 食品工業投入調査 

【実施機関】 農林水産省大臣官房情報課情報分析室 

【目 的】 平成１７年（２００５年）産業連関表作成に必要な，食品工業の投入額等の推計基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－食品工業投入調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（民間委託・機械集計） （公表）公表しない （表章）都道府県 

※ 

【調査票名】 １－食品工業投入調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１２月２２日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年０６月３０日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６３７８ 調査票承認番号（旧）０２２１８２ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）平成１７年に調査対象食品の生産を行った事業所（企

業，団体等） （抽出枠）調査対象食品４８品目について、１品目ごとに１０事業所（企業，団体

等）を抽出 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）４８０／母１３，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）平成１７年１月１日から同年１２月３１日 （系統）農林水産省→食品工業

団体→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１８年５月３１日 

【調査事項】 １．生産内訳に関する事項，２．経費内訳に関する事項 



【調査名】 飼料・有機質肥料投入調査 

【実施機関】 農林水産省大臣官房情報課情報分析室 

【目 的】 平成１７年（２００５年）産業連関表作成に必要な，飼料・有機質肥料の投入額等の推計基礎資料を

得る。 

【調査の構成】 １－飼料・有機質肥料投入調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（民間委託・機械集計） （公表）公表しない （表章）都道府県 

※ 

【調査票名】 １－飼料・有機質肥料投入調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１２月２２日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年０６月３０日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６３７９ 調査票承認番号（旧）０２２１８３ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）平成１７年に飼料・有機質肥料の生産を行った事業所

（企業，団体等） （抽出枠）各業界団体が所有する業者名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）３５／母１４５ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 

（把握時）平成１７年１月１日から同年１２月３１日まで （系統）農林水産省→業界団体→報告

者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１８年５月３１日 

【調査事項】 １．生産内訳に関する事項，２．経費内訳に関する事項 



【調査名】 住宅市場動向調査 

【実施機関】 国土交通省住宅局住宅政策課 

【目 的】 個人の住宅建設に要する資金の調達方法等についての実態を調査し，今後の住宅建設資金の動向予

測，資金の効果的な供給方策等の検討のための基礎資料を得る。 

【沿 革】 国土交通省が，従来実施していた「民間住宅建設資金実態調査」（承認統計調査）を拡充し、平成１

３年度から年１回実施している。 

【調査の構成】 １－民間住宅建築主アンケート調査票，２－分譲住宅購入者アンケート調査票，３－中古住宅購

入者アンケート調査票，４－賃貸住宅入居者アンケート調査票，５－リフォーム住宅アンケート調

査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（民間委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」刊行物により公表（平

成１８年３月まで） （表章）全国 

【経 費】 ３１，５９９ 

※ 

【調査票名】 １－民間住宅建築主アンケート調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１２月２７日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６３８０ 調査票承認番号（旧）０２５９２６ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）平成１６年中に居住専用建築物を新築した個人 （抽出

枠）建築工事届 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５，０００／母３７０，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）平成１６年１月１日～１２月３１日 （系統）国土交通省→民間調査機

関→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１月～３月 

【調査事項】 １．住宅取得の動機（工事の種類，居住人員，敷地の取得方法・時期等），２．従前住宅との比

較（従前住宅の種類，従前住宅が賃貸であった場合の家賃，従前住宅の取得時期・処分方法・取得

価格・売却価格等），３．世帯属性（フェイス事項，世帯の年収，住宅ローン年間支払い額等），



４．資金調達方法（住宅建築資金及び土地購入資金それぞれの自己資金の内容・金額，借入金の調

達先・金額・返済期間等），５．住宅性能表示制度（住宅性能表示制度の認知度・利用の有無，利

用しなかった場合の理由） 

※ 

【調査票名】 ２－分譲住宅購入者アンケート調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１２月２７日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６３８１ 調査票承認番号（旧）０２５９２７ 

【調査対象】 （地域）首都圏（埼玉県，千葉県，東京都，神奈川県），中京圏（岐阜県，愛知県，三重県），

近畿圏（京都府，大阪府，兵庫県） （単位）個人 （属性）平成１６年度中に居住専用建築物を

購入した個人 （抽出枠）特定の市区町村を選択し、当該市区町村の全世帯を訪問し、平成１６年

度中に新築の居住専用建築物を購入した個人 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，５００／母２７５，０００ （配布）調査員 （取集）調

査員 （記入）自計 （把握時）平成１６年１月１日～平成１７年３月３１日 （系統）国土交通

省→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１月～３月 

【調査事項】 １．住宅取得の動機（敷地の権利関係，居住人員，今回の住宅を見つけた方法等），２．従前住

宅との比較（従前住宅の種類，従前住宅が賃貸であった場合の家賃，従前住宅の取得時期・処分方

法・取得価格・売却価格等），３．世帯属性（フェイス事項，世帯の年収，住宅ローン年間返済額

等），４．資金調達方法（分譲住宅購入資金の自己資金の内容・金額，借入金の調達先・金額・返

済期間等），５．住宅性能表示制度（住宅性能表示制度の認知度・利用の有無，利用しなかった場

合の理由） 

※ 

【調査票名】 ３－中古住宅購入者アンケート調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１２月２７日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年０３月３１日 



【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６３８２ 調査票承認番号（旧）０２５９２８ 

【調査対象】 （地域）首都圏（埼玉県，千葉県，東京都，神奈川県），中京圏（岐阜県，愛知県，三重県），

近畿圏（京都府，大阪府，兵庫県） （単位）個人 （属性）平成１６年度中に中古居住専用建築

物を購入した個人 （抽出枠）特定の市区町村を選択し，当該市区町村の全世帯を訪問し，平成１

６年度中に中古の居住専用建築物を購入した個人及び，全日本不動産協会加盟の不動産事業者を通

じて、同期間に中古の居住専用建築物を購入した個人 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，５００／母１１１，０００ （配布）調査員 （取集）調

査員 （記入）自計 （把握時）平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日 （系統）国土交通

省→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１月～３月 

【調査事項】 １．住宅取得の動機（居住人員，購入した住宅を見つけた方法等），２．従前住宅との比較（従

前住宅の種類，従前住宅が賃貸であった場合の家賃，従前住宅の取得時期・処分方法・取得価格・

売却価格等），３．世帯属性（フェイス事項，世帯の年収，住宅ローン年間返済額等），４．資金

調達方法（中古住宅購入資金の自己資金の内容・金額，借入金の調達先・金額・返済期間等），

５．住宅性能表示制度（住宅性能表示制度の認知度・利用の有無，利用しなかった場合の理由） 

※ 

【調査票名】 ４－賃貸住宅入居者アンケート調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１２月２７日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６３８３ 調査票承認番号（旧）０２５９２９ 

【調査対象】 （地域）首都圏（埼玉県，千葉県，東京都，神奈川県），中京圏（岐阜県，愛知県，三重県），

近畿圏（京都府，大阪府，兵庫県） （単位）個人 （属性）平成１６年度中に賃貸住宅に入居し

た個人 （抽出枠）特定の市区町村を選択し，当該市区町村の全世帯を訪問し，平成１６年度中に

居住専用建築物を賃借し入居した個人 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，５００／母７３６，０００ （配布）調査員 （取集）調

査員 （記入）自計 （把握時）平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日 （系統）国土交通



省→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１月～３月 

【調査事項】 １．賃貸住宅入居の動機（賃貸契約の種類，居住人員，建築時期等），２．従前住宅との比較

（従前住宅の種類，従前住宅が賃貸であった場合の家賃，今回購入住宅と従前住宅との比較等），

３．世帯属性（フェイス事項），４．家賃等（勤務先からの住宅手当，１ヶ月の家賃・共益費，敷

金・礼金等），５．賃貸借契約等（賃貸住宅に関するトラブルについて定期借家制度の認知度） 

※ 

【調査票名】 ５－リフォーム住宅アンケート調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１２月２７日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６３８４ 調査票承認番号（旧）０２５９３０ 

【調査対象】 （地域）首都圏（埼玉県，千葉県，東京都，神奈川県），中京圏（岐阜県，愛知県，三重県），

近畿圏（京都府，大阪府，兵庫県） （単位）個人 （属性）平成１６年度中に住宅の増改築を実

施した個人 （抽出枠）特定の市区町村を選択し、当該市区町村の全世帯を訪問し、平成１６年度

中に居住専用建築物を増改築した個人 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，５００／母３０７，０００ （配布）調査員 （取集）調

査員 （記入）自計 （把握時）平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日 （系統）国土交通

省→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１月～３月 

【調査事項】 １．リフォームの動機・内容（敷地面積，居住人員，建築時期等），２．リフォーム前後の比較

（延べ床面積，高齢者対応設備，省エネ設備），３．世帯属性（フェイス事項，世帯の年収，住宅

ローン年間返済額等），４．資金調達方法（リフォーム資金の自己資金の内容・金額，借入金の調

達先・金額・返済期間，民間金融機関利用の場合の金利のタイプ等） 



【調査名】 小規模事業所における工業用水需要実態調査 

【実施機関】 国土交通省土地・水資源局水資源部水資源計画課水資源調査室 

【目 的】 製造業の従業者数４人以上２９人以下の事業所を対象に、水源別及び用途別の工業用水需要の実態を

調査することにより、水資源対策の基本的な資料を得る。 

【調査の構成】 １－小規模事業所における工業用水需要実態調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（民間委託・機械集計） （公表）「日本の水資源」（平成１８年８月） 

（表章）全国 

【経 費】 ２３，２１８ 

※ 

【調査票名】 １－小規模事業所における工業用水需要実態調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１２月２８日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６３８５ 調査票承認番号（旧）０１９４０３ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）製造業に属する事業所のうち従業者数４人以上２９人

以下の事業所 （抽出枠）製造業（日本標準産業分類（平成１４年３月７日総務省告示第１３９

号）に掲げる大分類Ｆ－製造業）に属する事業所のうち従業者数４人以上３０人未満の事業所（国

に属する事業所を除く） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）８，０００／母２４０，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）国土交通省→都道府県→報告者 

【周期・期日】 （周期）約１０年 （実施期日）平成１８年２月末日 

【調査事項】 １．事業所の名称，２．事業所の所在地，３．従業者数，４．製造品出荷額，５．工業用水（１

日当たりの水源別及び用途別淡水用水量） 



【調査名】 マンション管理業実態調査 

【実施機関】 国土交通省総合政策局不動産業課 

【目 的】 マンション管理業者の業務の実態を調査することによって、今後の管理業者に対する法規制のあり方

について検討し、マンション管理の適正化の一層の推進を図る。 

【調査の構成】 １－マンション管理業実態調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（民間委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」ＨＰにて公表（平成１

８年度中） （表章）全国 

※ 

【調査票名】 １－マンション管理業実態調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１７年１２月２８日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６３８６ 調査票承認番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）国土交通省に登録しているマンション管理業者 （抽出

枠）マンション管理業者登録簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２，６７６／母２，６７６ （配布）郵送 （取集）郵送・オンライ

ン （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）国土交通省→地方整備局等→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１８年２月２４日 

【調査事項】 １．調査対象月，２．企業名，３．契約形態別管理組合数，及び管理戸数，４．分別管理方式別

管理組合数，及び管理戸数，５．分別管理方式別保証委託額，及び管理費等額 



 
 
 
 
 
 
 
 
 

４ 届 出 統 計 調 査 の 受 理 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

注：「報告様式名」欄について 
 

  報告様式が２以上ある場合には、報告様式名の頭 
 

 に数字を付し、調査内容の説明の簡略化を図った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



（１） 新規 

【調査名】 障害者雇用に関する実態調査 

【実施機関】 神戸市保健福祉局障害相談課 

【目 的】 神戸市障害者保健福祉計画２０１０後期計画策定及び障害者就労支援施策の推進のための基礎資料を

得る。 

【調査の構成】 １－障害者雇用に関する実態調査調査票（常用雇用者５人以上の事業所対象），２－障害者雇用

に関する実態調査調査票（常用雇用者４人以下の事業所対象） 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」（平成１８年３月） 

（表章）市区町村 

【経 費】 ２，０００ 

※ 

【調査票名】 １－障害者雇用に関する実態調査調査票（常用雇用者５人以上の事業所対象） 

【受理年月日】 平成１７年１２月０１日 

【受理番号】 受理番号（新）１０５１０７ 受理番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）神戸市全域 （単位）事業所 （属性）神戸市内の常用雇用従業員５人以上の事業所 

（抽出枠）平成１６年事業所・企業統計調査民営事業所漢字リスト 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／母２８，９３９ （配布）郵送・オンライン 

（取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）神戸市→報告者 

【周期・期日】 （周期）計画及び施策の改定時 （実施期日）平成１７年１２月１６日 

【調査事項】 １．事業所の常用雇用者数（うち身体障害者数、知的障害者数、精神障害者数），２．（障害者

を雇用している場合），（１）障害者の雇用状況について（性別、年齢、障害の種別、障害の程

度、雇用形態、週所定労働時間、職業、入職年月日、採用経由），（２）関係機関との連携の有

無，（３）行政からの支援等の要望，（４）障害者雇用の課題や配慮，（５）退職理由，（６）今

後の雇用上の配慮，３．（障害者を雇用していない場合），（１）障害者を雇用していない理由，

（２）関係機関の支援を期待したい事項，（３）今後の雇用の意向等 

※ 



【調査票名】 ２－障害者雇用に関する実態調査調査票（常用雇用者４人以下の事業所対象） 

【受理年月日】 平成１７年１２月０１日 

【受理番号】 受理番号（新）１０５１０７ 受理番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）神戸市全域 （単位）事業所 （属性）神戸市内の常用雇用従業員４人以下の事業所 

（抽出枠）平成１６年事業所・企業統計調査民営事業所漢字リスト 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／母４５，２０１ （配布）郵送・オンライン 

（取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）神戸市→事業所 

【周期・期日】 （周期）計画及び施策の改定時 （実施期日）平成１７年１２月１６日 

【調査事項】 １．事業所の常用雇用者数（うち身体障害者数、知的障害者数、精神障害者数），２．（障害者

を雇用している場合），障害者の雇用状況について（性別、年齢、障害の種類、障害の程度、雇用

形態、週所定労働時間、職業、入職年月、採用経由），３．関係機関の支援を期待したい事項，

４．今後の雇用の意向等 



【調査名】 同和問題についての市民意識調査 

【実施機関】 名古屋市市民経済局人権施策推進室 

【目 的】 同和問題に関する人権啓発の効果と問題点を把握し、今後の啓発のための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－同和問題についての市民意識調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」（平成１８年３月頃）

及び「広報紙」（平成１８年度） （表章）市区町村 

【経 費】 ３，８００ 

※ 

【調査票名】 １－同和問題についての市民意識調査票 

【受理年月日】 平成１７年１２月０２日 

【受理番号】 受理番号（新）１０５１０８ 受理番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）名古屋市全域 （単位）個人 （属性）満２０歳以上の市民 （抽出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／母１，７７９，０９６ （配布）郵送 （取集）

郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）名古屋市→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１７年１１月１５日～３０日 

【調査事項】 １．一般的意識の状況，２．同和問題の認知状況，３．同和問題の認識状況，４．部落差別意識

の状況，５．啓発活動に関する認識状況，６．同和問題の解決策等 



【調査名】 職場での均等待遇に関する調査 

【実施機関】 千葉市市民局生活文化部男女共同参画課 

【目 的】 千葉市内の事業所、企業の雇用環境や均等待遇について実態を把握し、今後の男女共同参画社会推進

に関る事業に反映させるための基礎資料収集をする。 

【調査の構成】 １－職場での均等待遇に関する調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）「調査報告書」（平成１８年３月） （表

章）市区町村 

【経 費】 １，８６４ 

※ 

【調査票名】 １－職場での均等待遇に関する調査票 

【受理年月日】 平成１７年１２月０７日 

【受理番号】 受理番号（新）１０５１０９ 受理番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）千葉市に事業所を置くもの （単位）事業所 （属性）従業員５人以上の事業所 （抽

出枠）千葉商工会議所会員名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２，９０６ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握

時）平成１７年１２月末現在 （系統）千葉市→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１７年１２月予定 

【調査事項】 １．事業所の属性，２．従業員の状況，３．仕事と家庭の両立支援の状況，４．職場での女性の

活用，５．セクシュアルハラスメント等の取り組み，６．均等待遇の状況や今後の方針 



【調査名】 事業所福祉共済制度アンケート調査 

【実施機関】 大阪府商工労働部雇用推進室 

【目 的】 大阪府内の中小企業の勤労者のため、労働者福祉の向上及び雇用の安定を目的とし、中小企業で働く

従業員のための福利厚生事業の充実を図るための「事業所福祉共済制度」の導入についての基礎資料を

得る。 

【調査の構成】 １－事業所福祉共済制度アンケート調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」（平成１８年３月末） 

（表章）都道府県 

【経 費】 １，２００ 

※ 

【調査票名】 １－事業所福祉共済制度アンケート調査票 

【受理年月日】 平成１７年１２月２１日 

【受理番号】 受理番号（新）１０５１１０ 受理番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）大東市、交野市、四条畷市 （単位）事業所 （属性）従業者５人以上３００人未満の

大阪府内民営事業所（派遣・下請従業者のみの事業所は除く） （抽出枠）平成１３年事業所・企

業統計調査事業所名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，５００／母３，５９１ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）大阪府→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１８年１月初旬から平成１８年１月末日まで 

【調査事項】 １．事業所区分、業種、従業員数，２．福利厚生事業実施の有無，３．福利厚生事業実施の状

況，４．事業所福祉共済制度の有無，５．事業所福祉共済制度加入の意向，６．事業所福祉共済制

度事業の希望事業，７．会費の希望金額，８．事業主と従業員の会費負担割合 



【調査名】 コンビニエンスストア販売調査 

【実施機関】 財務省北陸財務局経済調査課 

【目 的】 北陸地域のコンビニエンスストアを営む事業所の販売活動の動向を明らかにし、地域経済動向を把握

する。 

【調査の構成】 １－販売額等調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）「北陸経済調査」（月報）（毎月下旬） （表章）都

道府県 

※ 

【調査票名】 １－販売額等調査票 

【受理年月日】 平成１７年１２月２２日 

【受理番号】 受理番号（新）１０５１１１ 受理番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）北陸地域（石川県、富山県、福井県の各県下全域） （単位）企業 （属性）コンビニ

エンスストア（日本標準産業分類の細分類番号５７９１）チェーン統括部署 （抽出枠）特にない 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）９ （配布）オンライン （取集）オンライン （記入）自計 

（把握時）調査日現在 （系統）北陸財務局→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）翌月２５日まで 

【調査事項】 １．事業所名，２．管内県別、全店ベース・既存店ベース別の販売額，３．管内県別、全店ベー

ス・既存店ベース別の前年同月比，４．管内県別、全店ベース・既存店ベース別の店舗数 



【調査名】 新潟県の代替フロン等温室効果ガス排出実態に関するアンケート調査 

【実施機関】 新潟県県民生活・環境部環境企画課 

【目 的】 新潟県地球温暖化対策地域推進計画の改定に必要な、現状での代替フロン、二酸化炭素等の温室効果

ガスの排出実態を把握し、新たな施策の検討を行うため、代替フロン類や多量のエネルギーの使用が見

込まれる事業所に対して、その使用量、使用場所等実態を把握することを目的とする。 

【調査の構成】 １－新潟県の代替フロン等温室効果ガス排出実態に関するアンケート調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （表章）都道府県 

※ 

【調査票名】 １－新潟県の代替フロン等温室効果ガス排出実態に関するアンケート調査票 

【受理年月日】 平成１７年１２月２６日 

【受理番号】 受理番号（新）１０５１１２ 受理番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）新潟県全域 （単位）事業所 （属性）新潟県内の事業所 （抽出枠）平成１６年事業

所・企業統計調査事業所名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／母１２８，０７１ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）平成１８年１月１日現在 （系統）新潟県→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１７年１２月２０日～平成１８年２月２８日 

【調査事項】 １．工場・事業所の概要，２．エネルギー関係使用状況，３．地球温暖化対策の取組状況，４．

環境に関する取組の意向，５．代替フロン類の使用 



【調査名】 移輸出状況調査 

【実施機関】 札幌市市民まちづくり局企画部統計解析課 

【目 的】 平成１７年札幌市産業連関表を作成するための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－産業連関表作成基礎調査票（製造業），２－産業連関表作成基礎調査票（サービス業） 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）公表しない （表章）市区町村 

【経 費】 ６００ 

※ 

【調査票名】 １－産業連関表作成基礎調査票（製造業） 

【受理年月日】 平成１７年１２月２６日 

【受理番号】 受理番号（新）１０５１１３ 受理番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）札幌市全域 （単位）事業所 （属性）産業大分類が製造業 （抽出枠）平成１６年工

業統計調査準備調査名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）５００／母１，３００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）平成１８年２月１日から同年平成１８年３月３１日および平成１８年５月１日か

ら同年７月３１日 （系統）札幌市→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１８年２月１日から同年平成１８年３月３１日及び平成１８

年５月１日から同年７月３１日 

【調査事項】 自工場出荷額、自工場消費額、国内向け出荷額（札幌市内・札幌市外の北海道内・北海道外），

輸出向け出荷額， 

※ 

【調査票名】 ２－産業連関表作成基礎調査票（サービス業） 

【受理年月日】 平成１７年１２月２６日 

【受理番号】 受理番号（新）１０５１１３ 受理番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）札幌市 （単位）事業所 （属性）産業大分類が（１）情報通信業のうち情報サービス

業及び（２）サービス業のうち専門サービス業，物品賃貸業及びその他の事業サービス業である民

営事業所 （抽出枠）平成１６年事業所・企業統計調査事業所名簿 



【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１００／母５００ ４００／２４００ （配布）郵送 （取集）

郵送 （記入）自計 （把握時）平成１８年２月１日から同年３月３１日及び平成１８年５月１日

から同年７月３１日 （系統）札幌市→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１８年２月１日から同年３月３１日及び平成１８年５月１日

から同年７月３１日 

【調査事項】 １．サービス販売額，２．国内向けサービス販売額（札幌市内，札幌市外の北海道内），３．北

海道外輸出向けサービス販売額， 



（２） 変更 

【調査名】 一般職の国家公務員の任用状況調査 

【実施機関】 人事院事務総局人材局企画課 

【目 的】 一般職の国家公務員の任用状況を把握し，今後の任用施策等人事行政全般の検討に資する。 

【沿 革】 昭和２９年に開始され以後毎年実施されている。昭和５４年調査では，試験採用者に準じて取り扱わ

れる在職者に関する調査事項を削除し，平成１４年１月以降，調査対象者に特定独立行政法人に属する

職員を新規に追加し，各調査票において，「うち女性の数」欄を設け，新規調査票として，任用状況調

査票（休職者等個別票）を追加している。 

【調査の構成】 １－任用状況調査票（給与法）Ａ・Ｂ，２－任用状況調査票（給与特例法・特定独法・郵政公

社）Ａ・Ｂ，３－任用状況調査票（休職者等個別票），４－任用状況調査票（検察官），５－検察

官の事務局別在職者数 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「調査結果報告書」（平成１８年中） （表章）全国 

【経 費】 １，４００ 

※ 

【調査票名】 １－任用状況調査票（給与法）Ａ・Ｂ 

【受理年月日】 平成１７年１２月０５日 

【受理番号】 受理番号（新）２０５０８９ 受理番号（旧）２０４０８７ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）行政機関 （属性）一般職の国家公務員。ただし，臨時的任用の職員，

常勤労務者及び非常勤職員を除く。（休職者，専従休職者，国際機関等派遣職員，交流派遣職員，

法科大学院派遣職員及び育児休業職員を含む。） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，２００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握

時）平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日 （系統）人事院→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年４月１５日 

【調査事項】 １．採用，２．離職，３．辞職等の状況 

※ 

 

【調査票名】 ２－任用状況調査票（休職者等個別票） 



【受理年月日】 平成１７年１２月０５日 

【受理番号】 受理番号（新）２０５０８９ 受理番号（旧）２０４０８７ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）行政機関 （属性）一般職の国家公務員。ただし，臨時的任用の職員，

常勤労務者及び非常勤職員を除く。（休職者，専従休職者，国際機関等派遣職員，交流派遣職員，

法科大学院派遣職員及び育児休業職員を含む。） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，２００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握

時）調査日現在 （系統）人事院→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年４月１５日 

【調査事項】 １．フェイス事項，２．採用試験の区分，３．適用俸給表番号，４．級，５．号俸等 

※ 

【調査票名】 ３－任用状況調査票（給与特例法・特定独法・郵政公社）Ａ・Ｂ 

【受理年月日】 平成１７年１２月０５日 

【受理番号】 受理番号（新）２０５０８９ 受理番号（旧）２０４０８７ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）行政機関 （属性）一般職の国家公務員。ただし，臨時的任用の職員，

常勤労務者及び非常勤職員を除く。（休職者，専従休職者，国際機関等派遣職員，交流派遣職員，

法科大学院派遣職員及び育児休業職員を含む。） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，２００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握

時）調査日現在 （系統）人事院→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年４月１５日 

【調査事項】 １．在職者，２．採用，３．離職，４．辞職等の状況 

※ 

【調査票名】 ４－任用状況調査票（検察官） 

【受理年月日】 平成１７年１２月０５日 

【受理番号】 受理番号（新）２０５０８９ 受理番号（旧）２０４０８７ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）行政機関 （属性）一般職の国家公務員。ただし，臨時的任用の職員，

常勤労務者及び非常勤職員を除く。（休職者，専従休職者，国際機関等派遣職員，交流派遣職員，

法科大学院派遣職員及び育児休業職員を含む。） 



【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，２００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握

時）調査日現在 （系統）人事院→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年４月１５日 

【調査事項】 １．在職者，２．採用，３．離職等 

※ 

【調査票名】 ５－検察官の事務局別在職者数 

【受理年月日】 平成１７年１２月０５日 

【受理番号】 受理番号（新）２０５０８９ 受理番号（旧）２０４０８７ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）行政機関 （属性）一般職の国家公務員。ただし，臨時的任用の職員，

常勤労務者及び非常勤職員を除く。（休職者，専従休職者，国際機関等派遣職員，交流派遣職員，

法科大学院派遣職員及び育児休業職員を含む。） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，２００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握

時）平成１８年１月１５日現在 （系統）人事院→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年４月１５日 

【調査事項】 事務局（北海道，東北，関東，中部，近畿，中国，四国，九州，沖縄）別検事・副検事の在職状

況 



【調査名】 国家公務員給与等実態調査 

【実施機関】 人事院給与局給与第一課 

【目 的】 『一般職の職員の給与に関する法律』の適用を受ける職員，『一般職の任期付研究員の採用，給与及

び勤務時間の特例に関する法律』の適用を受ける職員及び『一般職の任期付職員の採用及び給与の特例

に関する法律』の適用を受ける職員の給与等の実態を把握し，人事行政の基礎資料を得る。 

【沿 革】 昭和２４年８月１５日に第１回調査，昭和２８年に第２回調査が実施され，昭和３２年以後，毎年実

施されている。 

【調査の構成】 １－国家公務員給与等実態調査調査票，２－国家公務員給与等実態調査採用者数調査票，３－国

家公務員給与等実態調査再任用職員調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（統計センター委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」（平成１８年

１１月以降） （表章）全国 

【経 費】 ３，５２２ 

※ 

【調査票名】 １－国家公務員給与等実態調査調査票 

【受理年月日】 平成１７年１２月０５日 

【受理番号】 受理番号（新）２０５０９０ 受理番号（旧）２０４０９０ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）行政機関 （属性）基準給与簿作成部局 （抽出枠）業務台帳（各府省

一覧） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３，６００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握

時）平成１８年１月１５日現在 （系統）人事院→各本府省→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成１８年４月１７日～０５月９日 

【調査事項】 １．在勤官署等，２．職員の経歴等，３．諸手当等 

※ 

【調査票名】 ２－国家公務員給与等実態調査採用者数調査票 

【受理年月日】 平成１７年１２月０５日 

【受理番号】 受理番号（新）２０５０９０ 受理番号（旧）２０４０９０ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）行政機関 （属性）基準給与簿作成部局 （抽出枠）業務台帳（各府省



一覧） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３，６００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握

時）平成１８年４月１日現在 （系統）人事院→各本府省→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成１８年４月１７日～０５月９日 

【調査事項】 １．採用試験の種類（行政職俸給表（一）の適用者に限る），２．級，３．調整手当の区分（採

用試験の種類が１～３種の者に限る。），４．採用者数 

※ 

【調査票名】 ３－国家公務員給与等実態調査再任用職員調査票 

【受理年月日】 平成１７年１２月０５日 

【受理番号】 受理番号（新）２０５０９０ 受理番号（旧）２０４０９０ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）行政機関 （属性）基準給与簿作成部局 （抽出枠）業務台帳（各府省

一覧） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３，６００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握

時）平成１８年４月１日現在 （系統）人事院→各本府省→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成１８年４月１７日～０５月９日 

【調査事項】 １．フルタイム勤務・短時間勤務の別，２．勤務時間数（短時間勤務職員），３．調整手当の区

分，４．適用俸給表番号，５．級，６．号俸 



【調査名】 産業連関表作成基礎調査 

【実施機関】 沖縄県企画開発部統計課 

【目 的】 平成１７年沖縄県産業連関表及び平成１７年地域産業連関表作成のための基礎資料を得るため，沖縄

県における主要な商品について，その流通状況などを把握する基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－産業連関表作成基礎調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）公表しない （表章）都道府県 

【経 費】 ８６ 

※ 

【調査票名】 １－産業連関表作成基礎調査票 

【受理年月日】 平成１７年１２月０８日 

【受理番号】 受理番号（新）２０５０９１ 受理番号（旧）２０００６８ 

【調査対象】 （地域）沖縄県全域 （単位）事業所 （属性）工業製品を生産している全事業所 （抽出枠）

平成１７年商品流通調査都道府県調査対象事業所選定リスト 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２５０／母２，７６７ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）平成１７年１月１日から同年１７年１２月３１日 （系統）沖縄県→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１８年５月１５日 

【調査事項】 １．製造品の受入額，生産額，自工場消費額，国内向け出荷額及び輸出向け出荷額，製品在庫の

増減，２．製造品最終消費地域別出荷内訳 



【調査名】 商品入・出荷先地域調査 

【実施機関】 大阪市計画調整局企画調整部統計調査課 

【目 的】 平成１７年大阪市産業連関表作成のための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－商品入・出荷先地域調査票（製造業用），２－商品仕入先地域調査票（卸売業用） 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）公表しない （表章）市区町村 

【経 費】 ５，０００ 

※ 

【調査票名】 １－商品入・出荷先地域調査票（製造業用） 

【受理年月日】 平成１７年１２月０８日 

【受理番号】 受理番号（新）２０５０９２ 受理番号（旧）０９６００２ 

【調査対象】 （地域）大阪市全域 （単位）事業所 （属性）大阪市内で製造業を営む事業所 （抽出枠）平

成１３年事業所・企業統計調査民営事業所名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４，５００／母２９，７８３ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）平成１７年１月１日から同年１２月３１日 （系統）大阪市→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１８年１月１日～平成１８年３月３１日 

【調査事項】 製造品目別（上位５品目）の出荷額，販売先割合（市内・市外・海外），原材料品目別（上位５

品目）の入荷額，仕入先割合（市内・市外・海外） 

※ 

【調査票名】 ２－商品仕入先地域調査票（卸売業用） 

【受理年月日】 平成１７年１２月０８日 

【受理番号】 受理番号（新）２０５０９２ 受理番号（旧）０９６００２ 

【調査対象】 （地域）大阪市全域 （単位）事業所 （属性）大阪市内で卸売業を営む事業所 （抽出枠）平

成１３年事業所・企業統計調査民営事業所名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，５００／母２９，０２８ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）平成１７年１月１日から同年１２月３１日 （系統）大阪市→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１８年１月１日～平成１８年３月３１日 

【調査事項】 卸売品目別の仕入額，仕入先割合（市内・市外・海外） 



【調査名】 物資流通統計調査 

【実施機関】 宮崎県企画調整部統計課 

【目 的】 宮崎県における生産財及び最終需要財に対する宮崎県内の自給状況並びに宮崎県外移輸出入状況を把

握し、産業連関表作成の基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－物資流通統計調査票（製造業用），２－物資流通統計調査票（卸売業用） 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）公表しない （表章）都道府県 

【経 費】 ２，９５９ 

※ 

【調査票名】 １－物資流通統計調査票（製造業用） 

【受理年月日】 平成１７年１２月０８日 

【受理番号】 受理番号（新）２０５０９３ 受理番号（旧）２０００６７ 

【調査対象】 （地域）宮崎県全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類 Ｆ製造業に属する事業所， 

（抽出枠）経済産業省商品流通調査名簿，平成１６年工業統計調査名簿，平成１６年事業所・企業

統計調査 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）４５０／母３，２５４ （配布）調査員 （取集）調査員 （記

入）自計 （把握時）平成１７年１月１日から同年１２月３１日 （系統）宮崎県→市町村→調査

員→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１８年１月１日～平成１８年１月３１日 

【調査事項】 製造品の受入額生産額，自工場消費額，国内向け出荷額及び輸出向け出荷額，製品在庫の増減 

※ 

【調査票名】 ２－物資流通統計調査票（卸売業用） 

【受理年月日】 平成１７年１２月０８日 

【受理番号】 受理番号（新）２０５０９３ 受理番号（旧）２０００６７ 

【調査対象】 （地域）宮崎県全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類Ｉ卸売・小売業のうち卸売業

に属する事業所 （抽出枠）経済産業省商品流通調査名簿，平成１６年工業統計調査名簿，平成１

６年事業所・企業統計調査 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）８５０／母３，２５０ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）



自計 （把握時）平成１７年１月１日から平成１７年１２月３１日まで （系統）宮崎県→市町村

→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１８年１月１日～平成１８年１月３１日 

【調査事項】 １．品目別販売先別商品販売額，２．品目別仕入先別商品仕入額 



【調査名】 商品流通調査 

【実施機関】 大阪府企画調整部統計課 

【目 的】 地域間における商品の流通状況を明らかにし，平成１７年大阪府産業連関表作成の基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－商品流通調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）公表しない （表章）都道府県 

【経 費】 １，５００ 

※ 

【調査票名】 １－商品流通調査票 

【受理年月日】 平成１７年１２月１６日 

【受理番号】 受理番号（新）２０５０９４ 受理番号（旧）２０００７７ 

【調査対象】 （地域）大阪府全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類の大分類Ｆ（製造業）に属す

る事業所。ただし，経済産業省「平成１７年商品流通調査」の報告者を除く。 （抽出枠）「品目

別・都道府県別予備名簿」（経済産業省作成） 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）４，０４０／母５６，８６２ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）平成１７年１月１日から同年１２月３１日 （系統）大阪府→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１８年１月１日～平成１８年３月３１日 

【調査事項】 １．製造品の受入額，生産額，自工場消費額，国内向け出荷額及び輸出向け出荷額，製品在庫の

増減２．製造品の最終消費地域別出荷内訳 



【調査名】 商品流通調査 

【実施機関】 山口県地域振興部統計課 

【目 的】 平成１７年山口県産業連関表作成の基礎資料を得るため，地域間における商品流通状況を把握し，移

出入額推計の基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－商品流通調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）公表しない （表章）都道府県 

【経 費】 ７６５ 

※ 

【調査票名】 １－商品流通調査票 

【受理年月日】 平成１７年１２月１６日 

【受理番号】 受理番号（新）２０５０９５ 受理番号（旧）２０００７１ 

【調査対象】 （地域）山口県全域 （単位）事業所 （属性）工業統計調査及び経済産業省生産動態統計調査

で掌握している事業所 （抽出枠）平成１７年商品流通調査都道府県提供リスト 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）８００／母３，６００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）平成１７年１月１日から同年１２月３１日 （系統）山口県→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１８年３月１日 

【調査事項】 １．製造品受入額，生産額，自工場消費額，国内向け出荷額及び輸出向け出荷額，２．製造品の

最終消費地域別出荷内訳 



【調査名】 老人保健法に基づく健康診査の対象人口率調査 

【実施機関】 東京都福祉保健局保健政策部健康推進課 

【目 的】 老人保健法等に基づく健康診査及びがん検診（胃がん検診，肺がん検診，大腸がん検診，子宮がん検

診，乳がん検診）の効果的、効率的推進のための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－健康診査に関するアンケート調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」（平成１８年３月末） 

（表章）都道府県 

【経 費】 ７，５６０ 

※ 

【調査票名】 １－健康診査に関するアンケート調査票 

【受理年月日】 平成１７年１２月２６日 

【受理番号】 受理番号（新）２０５０９６ 受理番号（旧）２０００７５ 

【調査対象】 （地域）東京都全域（島しょを除く） （単位）個人 （属性）都民で満４０歳以上の男性及び

満２０歳以上の女性 （抽出枠）住民基本台帳及び平成１７年国勢調査調査区一覧表 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／母８，１０１，３７５ （配布）調査員 （取

集）調査員 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）東京都→民間調査機関→調査員→報

告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１８年１月から２月まで 

【調査事項】 １．フェイス事項（性別、年齢、医療保険の種類、職種、勤め先の規模），２．職場での健康診

断の受診状況，３．胃がん検診の受診状況，４．肺がん検診の受診状況，５．大腸がん検診の受診

状況，６．子宮がん検診の受診状況，７．乳がん検診の受診状況（６及び７は女性のみを調査） 



【調査名】 商品流通調査 

【実施機関】 熊本県地域振興部統計調査課 

【目 的】 熊本県内及び熊本県際商品流通状況を把握し，地域間産業連関表作成の基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－商品流通調査票（県間及び県内地域間） 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）公表しない （表章）都道府県 

【経 費】 ４１５ 

※ 

【調査票名】 １－商品流通調査票（県間及び県内地域間） 

【受理年月日】 平成１７年１２月２６日 

【受理番号】 受理番号（新）２０５０９７ 受理番号（旧）２０００７９ 

【調査対象】 （地域）熊本県全域 （単位）事業所 （属性）製造業（日本標準産業分類）を営む常時雇用従

業者４人以上の事業所 （抽出枠）工業統計調査準備調査名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１，５００／母２，５４２ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）平成１７年１月１日から同年１２月３１日 （系統）熊本県→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１８年２月１日～平成１８年５月３１日 

【調査事項】 １．製造品の受入額，生産額，自工場消費額，国内向け出荷額及び輸出向け出荷額，製品在庫の

増減，２．製造品の最終消費地域別出荷内訳 



【調査名】 産業連関表特別調査移出・輸出実態調査 

【実施機関】 舞鶴市総務部総務課 

【目 的】 平成１７年舞鶴市産業連関表を作成するために実施するものであり、舞鶴市にある事業所が事業活動

を通じて生産した財貨・サービスがどのように移出・輸出されているのかを把握し、移出額及び輸出額

推計の基礎資料を得ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－産業連関表特別調査移出・輸出実態調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）公表しない。 （表章）市区町村 

【経 費】 ３０ 

※ 

【調査票名】 １－産業連関表特別調査移出・輸出実態調査票 

【受理年月日】 平成１７年１２月２６日 

【受理番号】 受理番号（新）２０５０９８ 受理番号（旧）１０４０９８ 

【調査対象】 （地域）舞鶴市全域 （単位）事業所 （属性）工業製品を生産している事業所 （抽出枠）

「工業統計調査準備調査名簿」をもとに作成した舞鶴市事業所名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２８０／母２８０ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 

（把握時）平成１７年１月１日から同年１２月３１日 （系統）舞鶴市→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１８年２月１日～平成１８年２月１４日 

【調査事項】 １．品目別製造品出荷額，（１）品目別製造品出荷額（総計），（２）品目別製造品出荷額（舞

鶴市への出荷額），（３）品目別製造品出荷額（舞鶴市を除く日本国内への出荷額），（４）品目

別製造品出荷額（海外への出荷額），２．加工賃収入額，（５）加工賃収入額（総計），（６）加

工賃収入額（舞鶴市にある事業所の依頼による加工賃収入額），（７）加工賃収入額（舞鶴市を除

く日本国内にある事業所の依頼による加工賃収入額），（８）加工賃収入額（海外にある事業所の

依頼による加工賃収入額），３．修理料収入額，（９）修理料収入額（総計），（１０）修理料収

入額（舞鶴市にある事業所の依頼による修理料収入額），（１１）修理料収入額（舞鶴市を除く日

本国内にある事業所の依頼による修理料収入額），（１２）修理料収入額（海外にある事業所の依

頼による修理料収入額） 



（３） 中止 

【調査名】 賃金不払事件、貯蓄金返還及び工賃不払事件処理状況報告 

【実施機関】 厚生労働省労働基準局監督課 

【目 的】 厚生労働省労働基準局監督課において厚生労働省の地方支分部局である都道府県労働局に対して実施

する中央労働基準監察に資するため、当該機関における業務の実施状況について報告させている。 

【調査の構成】 １－賃金不払事件、貯蓄金返還及び工賃不払事件処理状況報告調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（民間委託） （公表）「賃金不払の概要」（毎年６月，１２月，労働省労働

基準局発行） （表章）全国 

【備 考】 〔中止の理由〕厚生労働省労働基準局監督課が集計している当該報告は、地方支分部局である労働基

準監督署が事業場を監督指導した結果の状況を集計しており、同一機関内の報告となっている。これら

の同一機関内の報告は、平成１７年５月２０日総務大臣決定の「統計法第８条に基づく統計調査の範囲

及び届出手続に関する事務処理要領」では、届出を要しないものとされている。これにもとづき、今

般、当該報告に係る届出を中止したいと考える。 

※ 

【調査票名】 １－賃金不払事件、貯蓄金返還及び工賃不払事件処理状況報告調査票 

【受理年月日】 平成１７年１２月０６日 

【受理番号】 受理番号（新）３０５００９ 受理番号（旧）１９５３０７ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）行政機関 （属性）労働基準監督署 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３４８ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）４

月から９月，１０月から翌年３月 （系統）労働省→都道府県労働基準局→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年４月，１０月 

【調査事項】 労働基準法適用事業場規模別の不払状況（金額，一部支払）の件数・対象労働者数・金額，労働

基準法適用事業場の産業分類中分類別の不払件数・金額・対象労働者数，家内労働法適用営業所の

業種別工賃不払件数・金額・対象家内労働者数 



【調査名】 監督指導業務及び措置状況等報告 

【実施機関】 厚生労働省労働基準局監督課 

【目 的】 厚生労働省労働基準局監督課において厚生労働省の地方支分部局である都道府県労働局に対して実施

する中央労働基準監察に資するため、当該機関における業務の実施状況について報告させている。 

【調査の構成】 １－監督指導業務及び措置状況等報告調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（民間委託） （公表）「監督業務実施状況」（毎年６月，労働省労働基準局

発行） 

【備 考】 〔中止の理由〕厚生労働省労働基準局監督課が集計している当該報告は、地方支分部局である労働基

準監督署が事業場を監督指導した結果の状況を集計しており、同一機関内の報告となっている。これら

の同一機関内の報告は、平成１７年５月２０日総務大臣決定の「統計法第８条に基づく統計調査の範囲

及び届出手続に関する事務処理要領」では、届出を要しないものとされている。これにもとづき、今

般、当該報告に係る届出を中止したいと考える。 

※ 

【調査票名】 １－監督指導業務及び措置状況等報告調査票 

【受理年月日】 平成１７年１２月０６日 

【受理番号】 受理番号（新）３０５０１０ 受理番号（旧）１９５３０８ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）行政機関 （属性）労働基準監督署 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３４８ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）年

間 （系統）労働省→都道府県労働基準局→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１月 

【調査事項】 労働基準法及び家内労働法の適用事業所別に，業種別主要事項別定期監督による違反状況，業種

別申労働基準法及び家内労働法の適用事業所別に，業種別主要事項別定期監督による違反状況，業

種別申告監督による違反状況，業種別再監督，災害調査の実施状況 

 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

５ 参   考 



承認統計調査の実施機関別・年次別承認件数（報告様式単位）(1)

昭和 平成

41～ 46～ 51～ 56～ 61～ ３～ ８～ 合　計

45年 50年 55年 60年 H2年 ７年 11年 12年 13年 14年 15年 16年 17年

(4) (4)

83 59 81 67 58 71 72 25 18 25 35 11 4 605

(3) (3)

22 18 10 5 5 5 5 1 5 3 6 3 6 88

(3) (4) (4) (7)

105 77 91 72 63 76 77 26 23 28 41 14 10 693

(1) (1) (1)

26 33 43 77 68 73 78 34 8 12 8 3 10 463

8 7 31 52 55 110 137 25 35 33 30 14 23 537

(1) (1) (2)

34 40 74 129 123 183 215 59 43 45 38 17 33 1000

2 2 0 0 0 4

(11) (3) (1)  (4) (4) (19)

22 10 16 13 14 35 32 8 11 8 6 2 3 177

(1) (1)

1 1 2 1 5

(11) (3) (2) (4) (4) (20)

23 11 18 13 15 35 32 8 11 8 6 2 3 182

(1) (1) (1) (1)

102 106 101 108 142 139 134 50 6 23 7 6 14 924

308 298 312 278 193 216 185 56 51 41 44 44 50 2026

5 2 7 10 3 3 1 1 1 1 33

3 2 8 2 2 2 2 2 23

(2) (4) (1) (1) (1) (9)

380 355 321 358 299 355 277 44 82 70 41 66 90 2648

(2) (4) (1) (1) (1) (1) (9)

688 661 635 643 502 576 473 102 136 114 87 113 141 4730

(注)１．この表は、統計報告調整法により承認された統計報告を、調査票の様式単位で示したものである。

２．上段（　）は、他府省との共管調査で、その数は外数である。

小 計

厚
　
生
　
労
　
働
　
省

大 臣 官 房
統 計 情 報 部

社 会 保 険 庁

中 央 労 働
委 員 会

そ の 他

そ の 他

小 計

本 省

法 務 省

財
　
務
　
省

国 税 庁

小 計

年（月）

実施機関名

文 部 科 学 省

内
　
閣
　
府

総
　
務
　
省

経 済 社 会
総 合 研 究 所

そ の 他

小 計

統 計 局



承認統計調査の実施機関別・年次別承認件数（報告様式単位）(2)

昭和 平成

41～ 46～ 51～ 56～ 61～ ３～ ８～ 合　計

45年 50年 55年 60年 H2年 ７年 11年 12年 13年 14年 15年 16年 17年

(3) (3)

384 425 435 374 379 330 227 63 56 90 53 37 56 2853

(2) (2) (2)

102 71 77 72 54 79 64 22 24 17 17 29 6 628

82 49 25 18 14 7 2 2 2 3 204

3 4 3 5 5 6 2 1 1 1 31

(15) (21) (10) (20) (20) (4) (15) (2) (2) (2) (2) (113)

143 182 226 154 80 91 51 34 32 25 24 13 17 1055

(15) (24) (10) (20) (20) (4) (15) (2) (2) (2) (2) (2) (2) (118)

711 730 767 621 532 512 350 119 116 135 95 82 80 4770

(2) (6) (2) (2) (1) (1) (14)

209 157 128 119 106 67 91 10 24 5 26 2 27 944

11 1 7 11 27 30

(1) (3) (4) (2) (1) (11)

61 56 90 63 103 73 60 13 11 9 15 11 3 565

(17) (18) (23) (35) (32) (17) (23) (5) (3) (12) (3) (12) (3) (200)

309 249 272 212 186 166 146 24 21 9 13 14 9 1621

(18) (20) (32) (41) (36) (18) (24) (5) (3) (12) (4) (12) (12) (225)

579 462 490 394 395 306 297 47 67 24 61 38 66 3160

(30) (49) (22) (27) (9) (13) (5) (1) (1) (156)

126 202 176 175 218 215 196 48 45 55 30 11 38 1497

(19) (35) (62) (25) (26) (23) (11) (4) (1) (206)

223 243 179 172 124 131 80 21 20 15 34 28 54 1270

(19) (65) (111) (47) (53) (32) (24) (9) (1) (1) (1) (362)

349 445 355 347 342 346 276 69 65 70 64 39 92 2767

(4) (12) (14) (11) (11) (6) (2) (1) (1) (1) (1) (1) (64)

2 1 4 11 1 1 1 20

65 116 168 122 122 65 74 19 6 16 10 26 16 809

30 52 84 61 61 29 39 10 3 8 5 13 8 395

2591 2532 2533 2328 2118 2173 1865 480 469 449 400 312 440 18250

2621 2584 2617 2389 2179 2202 1904 490 472 457 405 325 448 18645

環 境 省

合
　
計

共
管
調
査

延 件 数

実 数
(1)

単 独 調 査
(2)

総 承 認 件 数

(1)＋(2)

国
土
交
通
省

総 合 政 策 局
情 報 管 理 部

そ の 他

小 計

経
　
済
　
産
　
業
　
省

経済産業政策局
調 査 統 計 部

資 源
エネルギー庁

中 小 企 業 庁

そ の 他

小 計

農
　
林
　
水
　
産
　
省

大 臣 官 房
統 計 部

総 合 食 料 局
（旧食糧庁）

林 野 庁

水 産 庁

そ の 他

小 計

年（月）

実施機関名



年（月） 備　考

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

(4) 　 　 　

3 　 　 　 1

  　 5 1

(4)

3 5 1 1

4 　 　 　 3 3

6   3 4 2 1 1 6

10 3 7 2 4 1 6

(4) 　 　 　

2 1

(4)

2 1

(1) 　

5 　 　 1 1 3 3 1

10  2 24 2 4 1 2 1 4

1

　 　

(1) 　

3 29 1 5 5 10 24 7 6

(1) 　

3 39 1 7 29 12 28 8 9 1 4

(注) １．この表は、統計報告調整法により、承認された統計報告を調査票の様式単位で示したものである。

　　　２．上段（　）は、他府省との共管調査で、その数は外数である。

３．農林水産省大臣官房統計部の平成15年６月までの欄は、旧農林水産省大臣官房統計情報部実

　施のものである。

４．従来総務省の内訳としていた公正取引委員会実施分は、平成15年4月以降は内閣府のその他の

　欄に計上している。

平成17年

承認統計調査の実施機関別・月次別承認件数（報告様式単位）(1)

財
　
務
　
省

厚
　
生
　
労
　
働
　
省

実施機関名

経 済 社 会
総 合 研 究 所内

　
閣
　
府

総
　
務
　
省

そ の 他

法 務 省

文 部 科 学 省

小 計

統 計 局

そ の 他

小 計

本 省

国 税 庁

小 計

小 計

大 臣 官 房
統 計 情 報 部

社 会 保 険 庁

中 央 労 働
委 員 会

そ の 他



承認統計調査の実施機関別・月次別承認件数（報告様式単位）(2)

備　考

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

4 1 2 8 1 8 1 3 28

(2)

3 3

　

1

　

12   3 　 2

(2) 　

7 13 5 8 1 1 8 3 1 3 30

1 2 1 2 2 19

1 　 2 24

2 　 1

　 (2) 　 (1) 　

4 　 　 　 2 　 1 2

(2) 　 (1) 　

1 4 1 2 3 4 3 28 20

4 1 21 1 　 6 4 1 　

2 2 2 12 7 12 4 2 11

4 3 21 3 2 18 11 13 4 2 11

　 (1) 　

1 　 　 　

8 　 4 　 4 　

 

4 　 2 　 2 　

7 14 92 11 15 38 42 54 36 23 36 72

7 14 96 11 17 38 42 54 38 23 36 72

平成17年年（月）

実施機関名

農
　
林
　
水
　
産
　
省

大 臣 官 房
統 計 部

総 合 食 料 局

林 野 庁

水 産 庁

そ の 他

小 計

経
　
済
　
産
　
業
　
省

経済産業政策局
調 査 統 計 部

資 源
エネルギー庁

中 小 企 業 庁

そ の 他

小 計

国
土
交
通
省

総 合 政 策 局
情 報 管 理 部

そ の 他

小 計

環 境 省

合
　
　
計

共
管
調
査

延 件 数

実 数
(1)

単 独 調 査
(2)

総 承 認 件 数

(1)＋(2)



届出統計調査の実施機関別・年次別受理件数

昭和 平成

41～ 46～ 51～ 56～ 61～ ３～ ８～ 合　計

45年 50年 55年 60年 ２年 ７年 11年 12年 13年 14年 15年 16年 17年

新 規 58 54 43 39 32 27 10 1 5 8 8 4 4 289

変 更 69 72 99 108 88 79 81 22 15 23 29 15 29 700

中 止 6 3 7 11 8 1 1 2 1 1 5 41

新 規 358 282 367 354 355 389 302 84 75 63 67 72 80 2768

変 更 329 299 199 140 177 210 178 40 88 29 74 62 54 1825

中 止 4 4 8 2 15 16 31 8 10 4 4 7 3 113

新 規 105 82 85 124 139 127 94 36 26 28 240 371 29 1457

変 更 131 65 55 49 61 114 81 12 24 24 16 12 14 644

中 止 1 1 5 2 11 1 1 3 2 1 27

新 規 2 6 2 1 11

変 更 10 9 10 16 16 9 3 2 2 2 1 80

中 止 2 3 1 1 1 1 1 1 11

新 規 523 424 495 517 528 543 406 122 106 99 315 447 113 4525

変 更 539 445 363 313 342 412 343 76 127 78 121 90 97 3249

中 止 13 4 14 11 31 19 51 11 12 10 6 10 9 192

国

合
　
計

日
　
銀
　
等

市

都
道
府
県

年（月）

実施機関名



届出統計調査の実施機関別・月次別受理件数

備　考

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

新 規 1 1 1 1

国 変 更 2 4 7 　 1 4 3 5 2 　 1

中 止 1 　 1 1 2

新 規 3 3 5 9 8 6 5 14 12 13 2

変 更 1 1 1 3 4 8 8 8 11 3 6

中 止 2 1 　

新 規 3 1 1 　 2 4 3 3 2 3 3 4

市 変 更 1 1   2 2 1 3 1 1 2

中 止 1

新 規  

変 更

中 止 　 　

新 規 6 4 1 6 11 12 10 8 17 15 16 7

変 更 2 6 9 1 4 6 14 12 16 14 4 9

中 止 1 3 1 1 1 2

合
　
計

都
道
府
県

日
　
銀
　
等

平成17年年（月）

実施機関名




